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Ⅰ はじめに
この調査報告は､ 公文書管理制度の構築をめぐる日本の現状への強い問
題意識を共有する､ 名の研究者による共同研究の第回報告書である｡
なお､ 本研究の目的および問題意識については､ 第回報告書 (大友昌子・
桑原英明・酒井恵美子・佐道明広・上代庸平・土井崇弘・東山京子・檜山
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幸夫・ましこひでのり ｢公文書の保存・管理・利用システムの構築に関す
る総合的研究｣ (『中京大学 社会科学研究』 第巻第・号合併号､
年)) で詳しく述べられているので､ ここでは繰り返さない｡
Ⅱ 調査の概要
() 調査結果の概要
年度､ 本研究チームは､ 国内外を含め箇所において調査研究を
実施した｡ 実施対象は､ ()調査研究活動の概要 で示すように､ 国内
箇所､ 海外カ国箇所の公文書館およびその関連機関である｡
これらの調査研究から得られた知見の概要として､ 次のような諸点があ
げられる｡
. ｢公文書館｣ というハード的な側面 (｢ハコモノ｣ 的な側面) ではな
く､ ｢公文書管理制度｣ というソフト的な側面 (制度的・組織的側面)
に着目することが重要である｡
. ｢国家レベルにおける公文書管理制度｣ と ｢地方自治体レベルにお
ける公文書管理制度｣ を明確に区別したうえで､ 両者に共通する問題
意識・課題と各々のレベルに特化された問題意識・課題とを丹念に掘
り下げていく必要がある｡
. ｢公文書管理制度の構築｣ をめぐる研究に際しては､ 極めて大雑把
に分類すると､ 法学・政治学的観点からの切り口と､ 歴史学・史料学
的観点からの切り口が存在する｡ どちらの切り口から研究に取り組む
かによって､ 問題意識の持ち方・課題の設定・問題解決への処方箋の
提示等が大きく異なってくる｡ したがって､ ｢公文書管理制度の構築
に関する総合的研究｣ に取り組む際には､ 各々の切り口の相違および
両者の統合を明確に意識することが非常に重要となる｡
. 上記. および. で指摘した論点については､ 国によって事情が
相当に異なる｡ したがって､ 比較対象としての海外各国の制度の特徴
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を正確に把握したうえで､ 日本の現状と課題を的確に位置づける必要
がある｡
. 公文書管理制度を運用する主体である人材 (プロフェッショナルと
してのアーキビスト) をどのように育成するかは､ 極めて重要な課題
である｡ この点についても､ 海外各国の事例をさらに詳細に調査して､
検討を加える必要がある｡
以上の諸点は､ 今後の調査結果の分析によってさらに精査されるべきも
のが含まれているが､ 本調査報告は､ 年度の調査結果に関する中間
報告としてその概略を示したものである｡
() 調査研究活動の概要
) 研究会開催状況
年度の研究会を下記のように開催し､ 調査計画の立案､ 調査結果
の報告､ 意見交換等を行った｡
第回研究会 年 月日 (火) ：～：
第回研究会 年 月日 (火) ：～：
第回研究会 年 月日 (火) 	：～：
第回研究会 年月 日 (火) 	：～：
第回研究会 (定例研究会との合同開催)
年 月	日 (水) 	：～：
) 調査の方法
第回報告書で述べたとおり､ 以下のような共通項目について聞き取り
調査を行った｡ また､ 各公文書館および関係機関はそれぞれ独自の特性を
有することから､ 共通項目以外の特記すべき事項についても調査を実施し
た｡
. 公文書館の沿革
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. 公文書館条例の有無､ あればその内容
. 公文書館の組織・人員など (館長・専任職員・嘱託職員など)
. 公文書館の施設状況 (位置・保管スペース・利用スペースなど)
. 公文書の保存・管理のあり方 (現用文書と非現用文書)
① 公文書の収集・保管に関わる公文書館の権限など､ 文書管理
規則について
② 保存・保管文書の選別基準・選定方法・廃棄文書の扱いなど
(基準・誰が・どのように)
③ 文書庫における保管のあり方､ など
. 文書館の予算状況 (公文書館運営費・人件費など)
. 文書の利用状況 (利用方法・利用者数・利用内容・利用者の特徴な
ど)
. 文書作成と電子化および将来展望
. 公文書に関する公務員などの意識､ とくに情報公開条例との関連で
	
. 図表
		. 執筆の参考文献
) 調査を実施した公文書館・機関
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調 査 先 調 査 日 調査者 (五十音順)
	 久喜市公文書館 

	
(金) 大友・上代・東山・檜山
 広島市公文書館



(月)
～

(水)
大友・上代・桑原・東山 広島大学文書館
 広島県立文書館
 島根県庁 

	(月) 上代
 台湾 国家档案局 

	(火)
～

(土)
大友・東山・檜山
 台湾 国史館台湾文献館
 福島県庁


(水)
～

(木)
上代
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 中国 遼寧省档案館
(水)
～(木)
大友・酒井・東山・檜山
 中国 瀋陽市档案館
 中国 遼寧大学档案館
 中国 西安交通大学档案館
 中国 人民大学
 中国 国家档案管理局
	 中国 第一档案館

 中国 第二档案館
 中国 北京市档案館
 福島県警
(木)
～(金)
上代・東山・檜山・ましこ
 石川県庁
(日)
～(月)
大友・酒井・上代・東山・
檜山
 宜野湾市役所
(火)
～	(金)
上代・桑原・酒井・檜山
 沖縄県庁
 名護市役所
 沖縄市役所
 南風原町役場
	 沖縄県公文書館


ドイツ
バイエルン州公文書館
本部・本館
(金)
～
(金)
上代・土井
ドイツ
ミュンヘン市公文書館

ドイツ
連邦公文書館
ルートヴィヒスブルク支所
 イギリス
(金)
～(金)
大友
 ネパール
(木)
～	(木)
大友
 沖縄
(土)
～(火)
佐道
本報告は､ 年度に実施した調査対象の中から､ 箇所の公文書館お
よび関係機関についての報告書をとりまとめたものである｡ 今後､ これま
でに調査を行った公文書館・機関について､ 順次報告していく予定である｡
報告書は､ 調査実施の時系列順で編集した｡
なおこの報告書は､ 年度中京大学特定研究助成により実施した調
査研究の一部である｡
(文責 土井崇弘)
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はじめに
市レベルの公文書館は､ 年度現在で､ 全国の政令指定都市に箇
所､ 市区町村の公文書館は箇所が設置されている｡ 久喜市公文書館は
市区町村のうち全国で番目､ 年月に設置された｡
久喜市は埼玉県の北東部に位置する人口	
人 (年月現在)
の都市で､ 年月に､ 久喜市・菖蒲町・栗橋町・鷲宮町の市町
が合併し､ 新久喜市となった｡
久喜市公文書館は､ 歴史資料として重要な市の公文書､ その他の記録を
保存し､ 市民の利用に供し､ また市政に関する情報を市民に提供し､ 学術・
文化の発展と市政の推進に資することを目的に設置された｡
久喜市の公文書館の役割および公文書管理の特質は､ 次の点である｡
① 久喜市のすべての機関 (学校を除く) の公文書を集中管理している｡
② 保存年限が年目となるすべての公文書を引き継ぎ､ 保存期間満了
後も選別が終わるまで中間庫で集中管理している｡
③ 現用文書から歴史公文書までを､ ｢公文書のライフサイクル｣ に位
置づけた体系的な保存管理､ 企画・調整を行っている｡
④ 公文書館は､ 市の情報公開業務の主管課でもあるほか､ 広報・広聴､
ホームページの主管課でもあり､ 情報発信も担当している｡
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Ⅲ 調査報告
久喜市公文書館調査報告
調査日：年月日
文 責：大 友 昌 子
⑤ 公文書はファイリング・システム方式によって管理されている｡
現在の主な収集分野は､ 歴史資料として重要な久喜市の公文書で､ 資料
数は公文書約点 (. . 現在) である｡ また､ 計画書､ 報告
書､ 広報紙､ 統計書､ 自治体史､ 予算書､ 決算書､ 主要な施策の成果､ 議
会広報紙､ 議会会議録､ パンフレット､ チラシ類なども保存する｡
以下､ 各項目にそって詳述していこう｡
() 公文書館の沿革
久喜市は､ 年から年にかけて市史編さん事業を行ったが､ 市
史編纂室長であった当時の助役が公文書館設置に尽力したという｡ 背景に
は年の公文書館法の成立があり､ 年月の久喜市公文書館条
例の施行があり､ さらに市史編纂事業が年月に修了したことがあ
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久喜市公文書館全景
げられる｡ また年月に､ 久喜市情報公開条例が施行され､ 同年に
久喜市公文書館が開館した｡
久喜市公文書館の設置にあたり､ ①組織自体の流動性を確保しつつ､ 公
文書の評価選別における公文書館の裁量を明確にすること｡ ②公文書館の
業務内容を明確にして､ 制度・仕組みを整えることで公文書管理上の職員
の信頼感を高めることなどが留意された｡ すなわち､ 市役所の全体的なマ
ネジメントと調和的に公文書館の成立をなしとげることができた､ という
経緯がある｡ しかも､ 公文書館成立以前に市役所では職員の信頼に支えら
れた公文書のマネジメント機能として､ 年から公文書のファイリン
グ・システム方式が採用されており､ このことが職員の公文書に対する意
識を高める基盤となり､ 公文書館の成立とその役割分担の円滑なシステム
化を可能とした､ という｡
() 公文書館条例の有無､ 内容
久喜市公文書館条例は久喜市公文書館の開館に先立ち､ 年月に
施行された｡ ただし､ この公文書館条例は県の起債許可条件として制定さ
れたもので､ 内容は非常に簡潔で､ 必要最低限の内容も規定されていない
状況にある｡ この条例のほかには､ ｢久喜市公文書館条例施行規則｣､ ｢久
喜市公文書館における歴史公文書の取扱いに関する要綱｣ が整備されてい
る｡ ｢久喜市公文書館における歴史公文書の取扱いに関する要綱｣ 第条
は､ ｢公文書のライフサイクルの流れに位置付けられて公文書館に引き継
がれた現用公文書で保存年限が満了したものは､ すべて公文書館に移管し
なければならない｣､ と規定し､ 現用文書から歴史公文書までを､ ｢公文書
のライフサイクル｣ に位置づけた体系的な保存管理を行っている｡
() 公文書館の組織・人員など (館長・専任職員・嘱託職員など)
公文書館は総務部に属し､ 公文書館長は課長級に相当し､ その下に公文
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書係および市政情報係が配置されている｡ 職員は名､ 非常勤や嘱託職員
はおいていない｡
久喜市組織規則第条 (分掌事務) は､ 公文書館の分掌事務を次の点
と規定する｡
 情報公開制度に関すること｡  個人情報保護制度に関すること｡ 
行政資料コーナーに関すること｡  審議会等の会議の公開に関すること｡
 歴史公文書の保存及び利用に関すること｡  公文書館活動としての調
査及び研究に関すること｡  非現用公文書の管理に関すること｡  ファ
イリング・システムに関すること｡ 	 施設の維持管理に関すること｡ ま
た､ これらの分掌事務のうち､ 公文書係は､  歴史公文書の保存及び利
用に関すること､  公文書館活動としての調査及び研究に関すること､
 非現用公文書の管理に関すること､  ファイリング・システムに関す
ることを分掌している｡
規定上､ 各部署の文書所管課長は文書の作成､ 公文書館長は文書の保存
管理について担当し､ 各文書所管責任者は情報公開の決済を行い､ 公文書
館は閲覧サービスを担当している｡ また公文書館はデジタル管理システム
に関する権限を有している｡
() 公文書館の施設状況 (位置・保管スペース・利用スペースなど)
公文書館は保管スペース､ 中間書庫､ 閲覧スペース､ 展示スペースから
なる｡
() 公文書の保存・管理のあり方 (現用文書と非現用文書)
久喜市の公文書のライフサイクルは､ 次のようである｡
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総務部－公文書館－公文書係､ 市政情報係
すなわち､ 公文書を即時に選別するのでなく､ しばらく未整理のまま中
間庫に保存しておく｡ ただし､ この未整理文書についても情報公開制度に
準じて公開の対象にしている｡ 換言すれば､ 中間書庫には半現用公文書と
なった公文書と公文書館に移管された未整理公文書の両方が収蔵されてお
り､ これらの文書を市民と職員に公開している｡ このような体制にするこ
とで多くの自治体で生じている､ ｢文書はあるのに､ 公開できない｣ とい
う事態を避けることができる｡
久喜市公文書館条例施行規則は､ 第条において､ 公文書を ｢現用公文
書｣､ ｢非現用公文書｣ ｢歴史公文書｣ の種類に分類し､ 以下のように定
義している｡
 現用公文書 市の職員が職務上作成し､ 又は取得した公文書その他
の記録で､ 保存年限が満了する以前のもの｡
 非現用公文書 現用公文書の保存年限が満了して久喜市公文書館
(以下 ｢公文書館｣ という｡) に移管されてから､ 歴史公文書の評価
選別が行われるまでのもの｡
 歴史公文書 歴史資料として重要な公文書その他の記録として公文
書館の職員の評価選別その他の行為を経たもの｡
そのうえで､ ｢現用公文書｣ (担当課が管理するキャビネット等に保存す
るものに限る｡) は各所管課が保存し､ ｢現用公文書｣ の一部と ｢非現用公
文書｣ は公文書館内の中間書庫で保管､ 利用に供する｡ ｢歴史公文書｣ に
ついては､ 公文書館が保管する｡
歴史的公文書の定義および取り扱いについては､ ｢久喜市公文書館にお
ける歴史公文書の取扱いに関する要綱｣ 第条において､ 歴史的公文書を
｢特定歴史公文書｣ とし､ ｢公文書のライフサイクルの流れに位置付けられ､
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現用公文書→ (移管) →半現用公文書→ (移管) →未整理公文書
→ (選別) →要保存公文書
公文書館に正しく引継及び移管されたものの中から公文書館の職員が評価
選別したもの｣ と定義している｡
また､ 公文書館は ｢現用公文書｣､ ｢非現用公文書｣ ｢歴史公文書｣ の保
存及び利用に関する総合的な調整を行う機能を有している｡
公文書マネジメントの理念について､ 担当者は次のように説明する｡
公文書経営の理念は縦糸と横糸で構成する｡ 縦糸は公文書の集中管理で､
官＝行政機関の歴史と未来を考える｡ 横糸は文献資料の集中管理で､ 公＝
地域の歴史と未来を考える｡ ただし､ 久喜市は公の領域､ すなわち個人所
蔵の古文書をどのように利用できる形にするかという領域にまでコミット
すると､ 手が広がりすぎ､ つの市で扱える範囲を超えることから､ 早々
と撤退した状況になっているといえる｡
公文書管理制度があることで､ 役所の各課の仕事が硬直化してしまうと
いうことがあってはならない｡ 各課の仕事の結果として生産された公文書
が公文書館に収集保存されるのであるから､ この流れが逆転してしまうよ
うなことは断じて避けなければならない｡ とかくハコ物をつくると､ その
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公文書のライフサイクル
(｢久喜市公文書館における歴史公文書の取扱いに関する要綱｣ より引用)
担 当 課
利 用 方 法
公文書の区分
年保存文書
年保存文書
年保存文書
年保存文書
年保存文書
保 存 方 法
①
①
①
①
①
各キャビネット
② ～ ③ ④ ～ ⑥
② ～ ⑤ ⑥ ～ ⑩
② ～ ⑩ ⑪ ～ ⑯
② ～   ～ 
⑦
⑪
⑰

公文書館一般保存庫公文書館中間庫
現用公文書 非現用公文書 特定歴史公文書
評価選別引継 引継
情報公開条例
主 管 課
情報公開条例の例による
公 文 書 館
公文書館条例
公 文 書 館







存在が大きくなって流れが逆転することが起きる場合があるが､ その存在
意義と役割を配慮しながら公文書の収集を行っている､ とのことであった｡
① 公文書の収集・保管に関わる公文書館の権限など､ 文書管理規則につ
いて
久喜市文書取扱規程第条第項および第項は､ 主管課の保管年限を
年間とし､ 主管課の保管機関が経過した文書は､ すべて公文書館が保管
している｡ 以下は､ 久喜市文書取扱規程第条である｡
ただし､ レセプト､ 伝票類など大量に作成されるが重要性が低いものは
アーカイブとしない｡ 公文書館ではの保存箱に入らない設計図面､ 小
中学校の公文書､ 人事記録については保管保存の対象とはしていない｡ 小
中学校の公文書は ｢小中学校管理規則｣ によって､ 学校に備え付けること
が義務づけられており､ 公文書館での保管は行わない｡ 人事記録も現在は
公文書に移管されていないが､ 今後､ 公開の対象にしていくことが考えら
れる｡ しかし人事文書は職員の権利に関わるものであり､ 現状では難しい
状況にあるといえる｡ 設計図面については､ 今後公文書館で保存できるよ
う考えていく必要がある｡
② 保存・保管文書の選別基準・選定方法・廃棄文書の扱いなど (基準・
誰が・どのように)
廃棄文書については､ 久喜市文書取扱規程第条第項において下記
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久喜市文書取扱規程第条
 保管 現年度 (現年) 及び前年度 (前年) 文書を､ 主管課の事務室内に収納し､
当該主管課が管理することをいう｡
 保存 保管期間が経過した文書を､ 主務課長から公文書館長が引継ぎを受け､
公文書館又は文書庫に収納し､ 管理することをいう｡
のように規定され､ 公文書館長が主務課長と協議のうえ､ 保存文書の廃棄
を決定する｡
文書保存の基準は詳細な指定があるわけではなく､ 在るものについては
情報公開の対象となるという認識である｡ 行政における意志決定の透明性
は重要であるが､ 国ほど大きな組織ではないこと､ また機密事項などがな
いことなどから文書管理はあまりナーバスにならぬように行っている｡ 文
書保存のガイドラインを詳細化すると､ 逆に文書が作成されなくなる､ と
いう逆インセンティブが作用する可能性もあり､ マイナスの結果ともなり
うることが考えられる｡ また､ 保存文書は年度ごとに異なり､ 選別基準に
連続性があるわけではない｡ 文書保存はスペースがあればいくらでも保存
したいし､ 利用率も考える必要がある｡ しかし実際には､ 各年度に蒐集し
た文書の％以下という数値を選別する目安としている｡
もうひとつ､ 保存文書の選別基準に市民の視点を考慮することも重要と
考えている｡ すなわち､ 市民からみて ｢こういうのがあれば便利だな｣ と
いう感覚､ 市民がまちづくりに参加していくためには､ 行政情報が必要で
ある､ という視点が選別基準のなかで考慮される必要がある｡
そのほか､ 久喜市文書取扱規程は第条､ 第条において文書の作成､
取り扱い､ 保存および公文書館との関係､ さらにファイリングシステムに
ついて定めている｡
長くなるが､ 他機関との比較を行ううえで､ 参考となるので､ 詳述して
おこう｡
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(保存文書の廃棄)
第条 公文書館において保存している文書の保存年限 (法令等で年を超える
保存年限が定められている場合は除く｡) が経過したときは､ 公文書館長が主
務課長と協議の上､ 保存文書の廃棄を決定し､ 基準表に廃棄年月日を記入し､
公文書館長に移管するものとする｡
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第条 総務部庶務課長 (以下 ｢庶務課長｣ という｡) は､ 文書の作成等に関し必
要な調査を行い､ 並びにその指導及び改善に努めなければならない｡
 公文書館長は､ 文書の保存等に関し必要な調査を行い､ 並びにその指導及び
改善に努めなければならない｡
(文書取扱責任者)
第条 ファイリング・システムの維持発展及び情報公開制度の円滑な推進を図る
ため､ 保管単位に文書取扱責任者を置く｡
 文書取扱責任者は､ 課長補佐又は庶務担当係長をもって充てる｡ ただし､ 課
長補佐及び係長を置かない保管単位にあっては､ 庶務を担当する上席の職員を
もって充てるものとする｡
 文書取扱責任者は､ 課長の命を受け､ 次に掲げる事務を処理しなければなら
ない｡
() 久喜市公文例規程 (平成年久喜市訓令第号) に基づく文書審査に
関すること｡
() 文書の保存年限及び公開の諾否に関すること｡
() 公文書館との連絡調整に関すること｡
() ファイリング・システムの指導､ 管理､ 改善及び維持発展に関すること｡
() ファイル基準表の作成に関すること｡
() 文書の引継ぎ及び移換えに関すること｡
() その他文書の取扱い､ 整理及び保管に関すること｡
 課長は､ 文書取扱責任者の職氏名等を､ 文書取扱責任者報告書 (様式第号)
により､ 公文書館長に報告しなければならない｡ 文書取扱責任者に異動があっ
たときも､ 同様とする｡
(ファイル責任者)
第条 文書取扱責任者を補佐するため､ 係 (係を置かない保管単位にあっては保
管単位) にファイル責任者を人置く｡
 ファイル責任者は､ 係 (係を置かない保管単位にあっては保管単位) の事務
に精通している者の中から課長が選任する｡
 ファイル責任者は､ ファイリング・システムの維持管理等について文書取扱
ファイリングシステム方式については､ 埼玉県庁の導入をきっかけに､
県内の多くの自治体が採用した｡ ファイリング方式への転換は年くら
いたたないと軌道に乗らないことから､ 転換途中で支障を来して撤退する
自治体もあった｡ ファイリングシステム方式は慣れるまではたいへんだが､
簿冊方式より効果的であるという印象である｡ たとえば､ ファイリングさ
れた公文書はコンパクトにまとまっており､ 検索しやすく､ 文書の共有が
しやすくなる｡ 公文書館の立場からみると､ 簿冊をすべて保存することは
非現実的であり､ 簿冊方式は評価選別に適しておらず､ 検索性にも劣ると
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責任者を補佐する｡
 課長は､ ファイル責任者を選任し､ 又は選任替えしたときは､ 直ちにファイ
ル責任者選任 (選任替) 報告書 (様式第号) により､ 公文書館長に報告しな
ければならない｡
ファイリング文書
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ファイリング文書
ファイリング文書
いえる､ とのことである｡
また､ ファイリングシステムを徹底させるためには､ 内部職員のみによ
る研修や点検では難しいことがこれまでの経験で明らかとなり､ 現在は外
部点検の重要性を認識して､ 本庁と公文書館に限定してコンサルタントに
よる評価研修が行われている｡
③ 文書庫における保管のあり方､ など
文書の管理は既述のようにファイリングシステム方式で行われている｡
久喜市文書取扱規程は主管課および公文書館での保管・保存について定め､
保存年限ごとに共通する色分けの方法も定めている｡
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第章 文書の管理
(文書の管理)
第条 文書は､ ファイリング・システムにより管理するものとする｡
(ファイル基準表の作成及び提出)
第条 課長は､ 毎年度月日現在のファイル基準表 (様式第号) を作成し､
確定したうえで､ その写しの部を公文書館長に提出しなければならない｡
 課長は､ 法令等で定められた簿冊でキャビネットにファイルすることが不適
当と認められる文書についても､ 前項のファイル基準表に記入し､ 保管場所等
を明記するものとする｡
(保存年限)
第条 文書を保管し､ 又は保存する期間 (以下 ｢保存年限｣ という｡) は次のと
おりとし､ 保存年限を明確にするため次の色別によって表示する｡
() 第種 年 赤色
() 第種 年 青色
() 第種 年 黄色
() 第種 年 緑色
() 第種 年 無表示
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一般保存庫の保管箱
一般保存庫のファイリング文書
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中間庫内オキカエ用箱のファイリング文書
古地図の保管､ 版におさめる
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酸性紙に挟んだ明治期の文書
古文書等収蔵庫内の受託・受贈文書の保管
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古文書等収蔵庫内の戦後年関連歴史的有価値文書
行政資料コーナーのポスターの保存
() 文書館の予算状況 (公文書館運営費・人件費など)
公文書館予算という独立した予算単位はなく､ 総務部予算に組み込まれ
ている｡ 職員給与費 (総務管理費) の範囲は､ 年度に館長以下名
の合計が千円 (年度までは名)｡ また､ 公文書館の展示事
業費は年度から活動事業費として計上されている｡ 展示事業に対し
ては行政評価が厳しく､ 独自に展示事業を行うことは不必要との観点から
活動経費の削減に努めている｡ 展示事業より	
への掲載の方が､ 利用率
増加に効果があると思われる､ との見解であった｡
() 文書の利用状況 (利用方法・利用者数・利用内容・利用者の特徴など)
年度で､ 公文書閲覧請求は件､ 古文書閲覧請求は件であっ
た｡ 閲覧内容は旧公図などで､ 業者関係の利用や個人の権利義務を確認す
るものが多い｡ 利用者数の数はまだ少ないが､ 日に人は利用者数があ
るという状況になったとのことである｡ 資料の整理が完了していないこと
から､ すべての資料を公表できてはいないが､ 今後は職員利用も増やして
いく必要があると考えている｡ 市民活動関係の資料も収集公開すべきとの
意見もあるが､ 市民団体に関連する資料は公文書にあたらないことから､
対応は難しい｡
利用者の立場からすれば､ 現用文書､ 非現用文書などの区分はないこと
から､ 公開請求の可否の観点を検討する必要がある｡ また基本的には､ 公
文書館という資料提供施設を設置していることに対応して､ 市民の間で知
ることや知識を得られることへの敬意が広がってくることを期待したい｡
現在は閲覧についての権利意識が強まっている状況で､ こうした史資料公
開システムへの敬意の念が薄いと思われる｡
公文書館の利用サービスの充実は､ 重要な課題であるが､ 現状は既述の
ように､ すべての資料の整理が終了しておらず､ 今後､ 中長期的な公文書
館の経営戦略が必要である｡ 現在､ 市民に対し､ それなりの行政資料・公
公文書管理制度の構築に関する総合的研究 188( 23 )
文書に関するサービスを提供できていると考えているが､ 公務員は短期的
に職場の移動を繰り返しているので､ こうしたあり方に対して公文書館が
どのように対応していくかが課題である｡
今後､ 公文書管理制度の成熟期にむけ､ 公文書および公文書館の役割と
して ｢過去を振り返り､ 未来を見据える｣ という理念の定着化を図らなけ
ればならないと考えている｡ 公文書館は ｢灯台｣ のような役割で､ 行政の
複雑化や組織変更があったとしても､ 行政情報についてはある程度の道標
を示すことができるという存在であることをめざしたい｡
() 文書作成と電子化および将来展望
電子文書管理については年保存文書のみが電子決済となり､ あとは紙
媒体で行っている｡ したがって公文書館には紙媒体によるアーカイブのみ
が移管される｡
() 公文書に関する公務員などの意識､ とくに情報公開条例との関連で
｢文書は誰のものか､ 市民のものか？｣ という問いがあるが､ 文書は市
民だけでなく市役所職員にとっても貴重な財産である｡ しかし､ 市民には
見せないが職員には見せるという文書 (資料) があることは確かだが､ 本
質的に市民と行政は敵対関係ないしは二項対立の関係にはないと考えてい
る｡
久喜市の情報公開システムは､ 公開請求があった場合､ 受付は公文書館､
公開か否かの判断の権限は原課＝主管課にある｡ 公文書館は市役所全体の
各部署と文書の実態を把握しつつ､ 現在は円滑に機能しているといえる｡
個人情報の保護については､ 国を含めてナーバスな課題である｡ 公文書
館のスタンスは､ 市民がまちづくりに参加していくための前提としての行
政情報の提供に徹することにあり､ 外国の例のように ｢自分探し｣ に利用
することはできないと考えている｡
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() ｢公文書管理法｣ をめぐって
公文書管理法ができたからといって､ 市レベルでの条例化が必要なわけ
ではない｡ もしつくるとすれば､ 出来てることではなく､ 出来ていないこ
とを条例に盛りこむべきである｡ もし､ 条例をつくることになれば､ 非公
開情報の不服申立制度に関する規定を盛りこむ必要があるだろう｡
() 公文書管理制度および公文書館のあり方
公文書管理は､ 組織の規模と任務に応じたマネジメントシステムの確立
が必要で､ 久喜市の規模と任務には現在のシステムが適合的であるが､ こ
のシステムを都道府県や国レベルに当てはめることはできないと思う｡ 公
文書管理制度は市民サービスのための事業を行うことが第一の目的である｡
公文書マネジメントおよび公文書館経営の必要性を組織全体で認識する
ためには､ 首長議会のリーダーシップが不可欠で､ 役所職員の信頼もこう
した認識のなかで高まっていく｡ このときアーカイブは一つのコマとなっ
ていき､ 公文書館は情報公開の中心的施設としての役割を担うようになり､
市民や職員がライフサイクルに即した文書利用を促進することができると
思われる｡
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() 条例の特色
島根県は公文書館を持たないため､ 公文書館及び公文書の管理に関する
単独の条例は制定されていない｡
文書に関する条例等としては､ 島根県公文書管理規則・公文書管理規程
(訓令) の他､ 情報公開に関連して島根県情報公開条例及び同条例施行規
則があり､ 県政情報センター設置運営要綱に基づく県政情報センターを設
置している｡
公文書管理規程は昭和年代には既に制定され､ 長く県庁の文書管理
の規準となってきたものであるが､ 電子管理システム (平成年度から
運用開始) を導入するために平成年に制定された文書管理規則に合わ
せて大きな改正が加えられている｡ 現在の規則・規程の上では､ 文書の電
子化に対応して､ 相互に密接な関連を有する公文書は､ 保存年限が同じも
のを集結させたファイル単位で管理されている｡
文書管理規則上の文書の集合体の呼称は ｢ファイル｣ ではあるが､ 重層
フォルダ方式のファイリング・システムによるファイルを意味するもので
はなく､ ファイル単位で保存年限が定められ､ かつファイルに表示事項ご
との文書が綴じ込まれていることから､ 実態としては簿冊方式による文書
管理がなされているものと言える｡ 現在の規則の制定以前からファイルそ
のものは使われており､ 聴き取り調査の場において､ 昭和年代のもの
で､ ファイルに収納されていたものを見たという発言があったことから､
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Ⅳ 調査報告
島根県庁
調査日：年月日
文 責：上 代 庸 平
遅くとも昭和年代までには現在と同じ形式になっていたと思われる｡
なお､ 島根県では平成年度からの施行を目指し､ 公文書管理条例を
制定する予定である｡ その条例案の概要は下記の通りである｡
. 目 的
公文書等の管理に関する基本的事項を定めることを目的とし､ その内容
は下記の点である｡
① 公文書の適正な管理､ 特定歴史公文書等の適切な保存及び利用等
を図り､ 行政が適正かつ効率的に運営されるようにすること｡
② 県及び地方独立行政法人の行う諸活動に関して､ 現在及び将来の
県民に対する説明責務が全うされるようにすること｡
上記の目的を達成するために､ 条例により公文書管理の実施機関を規定
して文書の作成から廃棄までの制度を設定するとともに､ 歴史公文書等を
利用するための施設 (島根県公文書センター) を設置する｡
. 定 義
従来の条例・規則上の ｢公文書｣・｢実施機関｣ の定義を引き継いだほか､
歴史公文書､ 及び公文書センターにおいて永久保存される特定歴史公文書
の定義を規定する｡
) ｢公文書｣ とは ｢実施機関の職員等が職務上作成し､ 又は取得し
た文書､ 図画､ 写真､ フィルム及び電磁的記録であって､ 当該実
施機関の職員等が組織的に用いるものとして当該実施機関が管理
しているもの｣ であり､ 国の公文書管理法に準じ､ 公文書管理規
則にいう ｢公文書｣ の定義を引き継いでいる｡
) ｢実施機関｣ とは ｢知事､ 病院事業管理者､ 議会､ 教育委員会､
選挙管理委員会､ 人事委員会､ 監査委員､ 公安委員会､ 警察本部
長､ 労働委員会､ 収用委員会､ 海区漁業調整委員会及び内水面漁
場管理委員会並びに県が設立した地方独立行政法人｣ であり､ 県
情報公開条例に言う ｢実施機関｣ と同じ定義である｡
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) ｢歴史公文書｣ とは ｢歴史資料として重要な公文書｣ であり､ 公
文書管理法に言う ｢歴史的公文書｣ の定義に準じたものとなって
いる｡
) ｢特定歴史公文書｣ とは ｢歴史公文書であって､ 保存期間が満了
した後､ 島根県公文書センターで管理しているもの､ 及び第三者
から歴史資料として重要なものとして寄贈又は寄託されたもの｣
である｡ 公文書管理法に言う ｢特定歴史的公文書等｣ が国立公文
書館に移管された歴史的公文書を言うのに対して､ 島根県におい
ては公文書及び公文書センターにおける特定歴史的公文書の保存
権者はいずれも知事であると規定されており､ 移管のプロセスが
省かれている点が異なる｡
. 文書の管理
公文書管理法による文書の作成→整理保存→廃棄・移管のサイクルに準
じ､ 従来の規則・規程上の文書管理制度を総合する内容となっている｡
) 文書の作成
従来の文書管理規則では､ 事務処理の内容等を的確かつ簡潔に記録
した公文書を作成すべきことのみが規定されていたのに対して､ 条例
案は公文書管理法に準じて ｢軽微なものである場合を除き､ 条例の制
定又は改廃及びその経緯､ 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経
緯その他の事項について文書を作成しなければならない｣ としている｡
この規定の特色は､ 事務の実施及び意思決定の結果のみならず､ 意思
決定過程の文書や事務事業の実績に至る経緯に係る実施機関における
経緯も含めた意思決定に至る過程並びに実施機関の事務及び事業の実
績を合理的に跡付け､ 又は検証するための文書の作成義務もあること
が明確にされたことにある｡
) 文書の整理保存
公文書はファイル単位で管理され､ それを整理するためのファイル
183 ( 28 )
管理表が作成されることになっているが､ 条例案も概ねその体制を引
き継いでいる｡ 条例案では､ 実施機関がそれぞれ公文書管理規則を制
定することになっていることから､ 条例の枠内において､ 各機関の所
掌に適した形での文書の整理保存体制が整備されていくことになると
思われる｡ なお､ 公文書管理規則の対象事項及び公表義務は､ 概ね公
文書管理法の規定に準じたものと思われる｡
) 文書の廃棄・歴史的公文書の保存
公文書の保存期間が満了したときは､ 実施機関は公文書を廃棄する｡
現行の文書管理規則及び同規程では､ 知事部局における主管課におい
て管理される文書は主管課長が､ 地下書庫に引き継いだ文書は総務課
長が廃棄するものとされているが､ この点には変更はないものと思わ
れる｡
条例案では､ 歴史公文書は公文書センターに移送して保存されるこ
とになる点が､ 従前からの変更点となる｡ 公文書センターにおいては､
知事が特定歴史公文書を永久に保存することとされ､ その保存及び利
用の方法が条例案に規定されるが､ これはいずれも公文書管理法の利
用請求及びその取扱いに関する条項にほぼ準じたものとなっている｡
なお､ 公文書の利用に関する異議申立及びその意義に関する審査会へ
の諮問についても､ 公文書管理法上の手続及び公文書管理委員会への
諮問手続に準じている｡
() 公文書館の来歴
現在､ 島根県は公文書館を持たないが､ 現用文書については県庁地下書
庫及びその他の県有施設､ 歴史公文書については県庁分館に設けられた倉
庫及び竹島資料室において保管している｡
保管冊数は､ 県庁地下書庫及び県庁外の県有施設の倉庫で保管している
文書が約万冊､ 歴史公文書としては､ 県立図書館に引き継がれた文書が
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約冊 (平成年現在)｡
歴史公文書としては､ 県庁各課から引き継がれ保存している近年の文書
であって､ 保存期間が終了し廃棄予定となった文書のうち､ 将来的に歴史
資料として重要と思われるものを冊前後選別し､ 保存している｡ こ
れらの歴史公文書のうち､ 明治時代から昭和初期までのもの約冊に
ついては目録整理が完了している｡
なお､ 公文書管理条例によって設置予定の公文書センターは､ 歴史資料
として重要な公文書等を保存するとともに広く一般の閲覧利用に供する施
設としては他県における公文書館と同様の機能を有するが､ それに加えて
公文書の情報公開窓口である県の組織を同センター内に置くこととされて
いることから､ 公文書館という名称を持たないものとされる｡ 公文書セン
ターの設置以後は､ 歴史公文書の保存が一元的に行われていくことが期待
される｡
() 利用状況
① 現用文書
県庁地下書庫は､ 県庁全体の中間書庫としての機能を有しており､ 地下
書庫に移送された現用文書は､ 一括して総務課長の管理に入る｡ 移送後の
現用文書は､ 学事文書グループが利用申請をとりまとめ､ 総務課長の許可
の下で原課職員が使用する｡ 原課職員の利用申請件数は平均して月当り
件程度､ 年度末・監査前の繁忙期には月当り件程度となってい
る｡
一方､ 住民等による一般利用は情報公開制度による｡ 平成年度中の
住民による情報公開申請は件 (公文書数点)､ 住民以外の者によ
る任意公開申出は	件 (公文書数点) である｡
② 歴史公文書
県立図書館に移管され､ 又は竹島資料室に配架されている歴史公文書は､
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利用者の自由閲覧に供している｡ その他の､ 県庁地下書庫及び県庁分庁舎
倉庫に保管されている歴史的公文書は､ 内規により学術研究を目的とする
利用者に限り閲覧を認めており､ 年間数件の利用がある (平成年度)｡
将来的に設置予定の公文書センターにおいて保存される特定歴史公文書
については､ 公文書管理条例に基づく利用請求制度が適用される｡
() 施設関係
島根県では､ 県庁地下書庫及び県庁分庁舎倉庫 (旧県立博物館倉庫) を
文書保管施設として利用している｡
目録作成が完了している明治から昭和初期までの歴史公文書は､ 県庁分
庁舎倉庫において､ 中性紙の箱に収めた状態で保管されている｡
なお､ 公文書管理条例による公文書センターは､ 県庁敷地内に置かれる
予定であり､ 旧県立博物館である分庁舎を中心に､ 現有の施設を利用して
運営されていくものと思われる｡
() 人員関係
県庁の文書管理部署は､ 総務部総務課である｡ 総務課のうち､ 学事文書
グループが島根県公文書管理規則に定める現用文書管理事務を所掌する他､
情報公開グループが情報公開制度の運用及び歴史的公文書の保存にそれぞ
れ当たる｡
現在のグループ制となったのは平成年からであり､ 島根県立大学の
公立大学法人化等により職掌に多少の変化はあったものの､ 当初より概ね
現在のグループ構成で文書管理､ 情報公開及び竹島関係文書の保存に当たっ
ている｡
学事文書グループは正規職員人､ 嘱託職員及び臨時職員名で構成さ
れ､ 文書管理以外に私学関係､ 宗教関係､ 公立大学法人関係等の所掌ごと
に主担当者と副担当者が決まっているが､ グループ内において協力しあっ
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て業務を行っているため､ 文書管理担当の職員の数は一概に決まっていな
い｡ なお､ 文書の収受発送と書庫の出納管理には嘱託職員を充てている｡
学事文書グループの実際上の責任者はグループリーダー (課長補佐級と係
長級の中間) であるが､ 重要案件 (文書関連では文書の廃棄､ 資料室への
移送の決定等) 及び会計の決裁権者は､ 総務課長である｡
情報公開グループは正規職員名､ 嘱託職員名で構成されている｡ 情
報公開制度の運用に加え､ 平成年度以降は歴史的公文書の保存管理及
び公益法人に関する事項をも所掌している｡ 県庁南庁舎に設置する県政情
報センター及び各分庁舎に設置する県政情報コーナーの運営と､ 情報公開
請求及び情報公開の申出に対する対応を行っている｡ 嘱託職員は県庁分庁
舎書庫に配置され､ 歴史的公文書の選別収集に当たっている｡
上記の他に､ 竹島資料スタッフとして嘱託職員名が県庁分庁舎倉庫に
置かれ､ 竹島関係歴史資料の編さん及び調査研究に従事するとともに､ 過
去年間の未整理廃棄文書の選別を進めている｡ 島根県では平成元年頃
から歴史文書として重要な公文書の選別を行ってきており､ それに必要な
技能を有する職員を配置している｡ 現在の嘱託職員は全員が司書資格を有
しており､ 鳥取県の文書館での勤務経験がある嘱託職員も在籍しているた
め､ その職能と経験を活かして､ 県の歴史公文書として保存すべきものを
選別収集するほか､ 竹島問題研究所を通じた竹島関係の啓蒙活動や竹島の
日 (竹島編入告示の日・月日) に合わせた一般向けの特別展示など
も行っている｡
なお､ 島根県では平成年度中に制定予定の公文書管理条例に基づき､
平成年度から条例事項としての文書管理制度を整備するとともに､ 将
来的には歴史的公文書の保存を任務とする公文書センターの設置が予定さ
れている｡ 当面はこれまで歴史文書選別業務に当たってきた職員及び専門
的な知識を有する職員を配置する方針であるが､ スタッフの拡充はなお必
要になると見込まれる｡
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() 文書の収集について
島根県には公文書館が設置されていないが､ 現用文書と歴史公文書に分
類して､ 整理保存がされている｡
① 現用文書
現用文書は､ 完結の後は所管課において保管され､ 一定の期間の後に総
務課長に引き継がれて地下書庫に収納され､ 保存期間の満了によって廃棄
されるという経緯をたどる｡
なお､ 全ての文書は総合文書管理システムに表題及び起案年月日等を登
録することによって､ 電算システム上でその所在を管理している (規程
条)｡
) 完結から所管課における保存まで
現用文書の保存期間は､ 文書の完結から年､ 年､ 年､ 年､
年及び年未満である (規則条)｡ 保存年限の決定は､ 規則別表
の規準に照らして所管課で判断し､ 総務課学事文書グループでそれが
妥当であるかどうかの審査を行うが､ 基本的には所管課の判断を優先
する運用がなされている｡
現用文書はファイルに綴じた上で､ 基本的には原課のキャビネット
等､ 事務所内の一定の場所に収納して保存される (規則条項)｡
ファイルには大分類・中分類・小分類・ファイル名と登録件数 (起案
から完結までの処理がなされた案件数) と分冊番号が記載されており､
ファイル管理表に登載して管理される｡
総合文書管理システム上にも文書の表題目録が作成され､ 表題によ
り同種の書類の保存年限と同一程度の保管年限であるかどうかを､ 学
事文書グループで審査している｡ そのため､ 総合文書管理システム上
の表題目録については､ 学事文書グループの職員は全体を見られるが､
各主務課はその管轄範囲内でアクセスできるようになっている｡ もっ
とも､ ファイル管理表と総合文書管理システムの同期は完全とは言え
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ず､ システム上には存在しないことになっている文書が実際には存在
するという事態も実際に生じているとのことであった｡ システムへの
登録の徹底などの対処が必要となろう｡
) 地下書庫における保存
地下書庫は総務課長が管理し､ 学事文書グループで運用している｡
完結から一定の期間が経過した文書は総務課長に引き継がれ､ 地下
書庫に収納される (規則条項)｡ ファイルの引き継ぎは､ 会計年
度ごとに作成したファイルについては翌年度の月日､ 暦年により
作成したファイルについては翌年の月日から年以内で総務課長
が定める日に行わなければならないこととされる (規程条項)｡
すなわち､ 文書は常用文書を除き､ 完結後遅くとも年以内に地下書
庫に引き継がれるのが建前である｡ ただし､ 常用文書でなくとも日常
的な事務に必要な文書は存在するため､ 引き継ぎについては柔軟な対
応がなされており､ 原則として主管課の要請により総務課が引き継ぎ
を受けるという運用が採られているとのことであった｡ ただし､ 電磁
的記録については主管課長が適切に管理し､ 総務課長に引き継がない
で保存期間満了まで保存することとされている (規則条項､ 規程
条項)｡ 電磁的記録と文書の扱いの違いは､ おそらく保管スペー
スの問題によるものであろう｡
地下書庫は中間書庫としての機能を有しており､ 受入・整理､ リス
ト作成､ 保管､ 行政利用対応､ 廃棄及び歴史公文書としての移管など
の業務は､ 総務課において一括して行われる｡
受入・整理及びリスト作成については､ 地下書庫に文書を引き継ぐ
ときに､ 総務課においてファイルの整理､ 分冊化及び配架を行い､ 引
継冊数､ 格納番号その他の所定事項を所管課に通知し (規程条
項)､ 所管課はその通知に応じて各課のファイル管理表の手入れを行
う (規程条項)｡
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地下書庫は総務課長が管理し､ 文書を紛失や破損から保護する (規
程条)｡
行政利用対応も総務課長が行うものとされ､ 原課の職員が文書を利
用する場合であっても文書取扱主任の承認と総務課長の利用許可を得
なければならない (規程条項)｡ 紛失や破損を防止する必要上､
閲覧又は借覧中の文書については､ 個人情報保護条例に基づく訂正の
対象となる場合を除き､ 抜取り､ 取替え又は訂正が禁じられ (規程
条項)､ 及び庁外持ち出しが制限されている (規程条項)｡ そ
のため､ 地下書庫収納文書の出納は､ 学事文書グループの職員が申請
をとりまとめて行う｡
) 廃棄と移管
保存期間が経過した文書は､ 保存期間の延長がなされない限り､ 廃
棄しなければならない｡
保存期間の延長は､ 主務課長が総務部総務課長の承認を得ることに
よって行う (規程条項)｡ 保存期間が延長されたときは､ 原課に
おいて保存される文書については主務課長が､ 地下書庫に保存される
文書については総務課長が､ ファイル管理表に延長後の廃棄予定年月
日を記載する (規程条項)｡
文書の廃棄には､ 保存期間の経過による廃棄と､ 臨時廃棄がある｡
保存期間が経過したときは､ 原課において保存される文書について
は主務課長が廃棄する (規則条)｡ 地下書庫に保存される文書は､
総務課長が保存期間の経過による廃棄の旨を主務課長に通知し､ 主務
課長の確定があったものを廃棄する (規程条)｡
臨時の廃棄については､ 主務課長がファイル名又は公文書名と廃棄
の理由を示して､ 総務課長に事前に通知して行わなければならない
(規程条項)｡ この場合､ 総務部総務課長及び主務課長は､ ファ
イル管理表に廃棄したファイル名又は公文書名及び廃棄年月日を記載
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する｡
② 歴史公文書
) 収集の対象となる歴史公文書
現在の規則・規程には､ 歴史公文書の選別に関する規程はない｡ し
かし､ 県の歴史公文書に関する保存の必要上､ 内規によって必要な文
書の選別収集を､ 平成元年頃から実施している｡ 歴史公文書の保存に
ついては行政資料重視と史料重視のつのスタンスがあるが､ 現状は
竹島を中心とした歴史関係に重点を置いて､ 後者のスタンスを主とし
て､ 文書の評価選別を行っている｡
現在､ 県において歴史公文書として保存されているものは､ 公文書
管理規則により廃棄された廃棄後文書であって､ 現用から外れた文書
である｡
) 歴史公文書の評価選別基準
選別の基準については､ 他の文書館の基準を参考に､ 平成年
月に作成した｡ 現在は ｢県行政の推移が歴史的に跡付けられる公文書｣・
｢県民生活の推移が歴史的に跡付けられる公文書｣ 等の規準を概括的・
網羅的に作った上で､ どの程度の量が評価選別の過程で残るかを試験
運用中の段階であるとのことだった｡
廃棄後文書の評価については､ 総務課長から文書の廃棄をした旨の
通知があった段階で､ 廃棄ファイル及び廃棄文書管理表に依拠してファ
イル名から判断して､ 重要性が高いと思われるものを大括りで抜き取っ
たり､ その中身を見て基準に当てはまるものを選別する方法を採って
いる｡ 歴史公文書として保存される文書の割合は､ 平均して廃棄文書
全体の～パーセント程度とのことであった｡
) 歴史公文書の保管と利用
歴史公文書として保存される廃棄後文書は学術目的での閲覧に供さ
れているが､ 段ボール箱に詰めたまま放置されている文書が多数残さ
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れている等､ 人員不足により編纂や研究分析まで手が回っていないと
いう印象を受けた｡
歴史公文書たる一般文書については必要に応じてクリーニングを行
うが､ 燻蒸処理等は施されていない｡ なお､ 特に重要な歴史的文書や
古文書､ 保管状況が劣悪な文書については､ 県立古代出雲歴史博物館
の施設を利用して燻蒸処理を施すことがある｡
なお､ 竹島資料室では嘱託職員名が､ 竹島に関する研究を進めな
がら過去年間の未整理廃棄文書の整理を進めており､ 順次利用可
能になる見込みとのことであった｡
すでに目録整理が完了している明治から昭和初期までの文書約
冊の中には竹島関係の資料､ 島根県に旧浜田県や鳥取県が編入
された際の事務引渡書､ 明治時代の道水路図面等貴重な資料が含まれ
ている｡ 特に､ 明治年島根県告示による我が国固有の領土であり､
現在は韓国の不法占拠下にある竹島に関係する明治期の文書資料につ
いては､ 島根県のみが保有する国際的にも貴重なものであり､ それら
が散逸しないよう適切に保存・管理することを緊急の課題と捉えてい
る｡
() 文書作成と電子化及び将来展望
島根県では､ 総合文書管理システムを平成年度から導入して運用し
ている (規程条号)｡ このシステムは電子計算機を利用して､ 文書の
収受､ 起案､ 保存その他文書管理に関する一連の事務の処理を行うための
ものであり､ 総務課長がこれを管理する｡
総合文書管理システムには､ 電子起案文書の電子決裁のシステムが実装
されていたが､ 運用実績上の電子決裁使用率は極めて低く､ パーセント
にも満たなかったため､ 平成年のシステム更新に当たって電子決裁シ
ステムは外された｡ その結果､ 現状ではこのシステムは､ 文書の収受の管
公文書管理制度の構築に関する総合的研究 174( 37 )
理と文書の起案､ そしてサーバー上での電子文書の保存及び紙文書の目録
の作成に使用されている｡
紙文書の目録はシステム上に表示されることになっており､ 各主務課で
はその所管事項に関わる文書の目録を一覧できる｡ なお文書管理の必要上､
学事文書グループからは全課の文書目録を閲覧することができる｡
電子文書については､ 各主務課ごとにサーバーに保存することになって
いるため､ その文書をシステム上に表示させることができる｡ ただし､ 保
存されている文書に加筆・修正及び削除を行うことはできない｡ 他の課等
に対して文書の内容を表示させられる範囲については段階 (特定の職員
のみに表示する・特定の課の内部で表示する・部の全体に表示する) で制
限できる機能を実装している｡ なお､ 学事文書グループからは､ 全庁の電
子文書の表題を閲覧することはできるが､ 他の課の文書の内容を閲覧する
ことはできない｡
なお､ 平成年度から電子県庁推進計画を策定して全庁的な取組みを
行っており､ 庁内のシステム整備の計画を順次進めるとともに､ 県内市町
村との電子自治体共同利用システムの運営を行い､ 電子化による行政事務
の効率化に引き続き努めていく予定である｡
() 公文書に対する職員の意識､ 特に情報公開との関連で
) 職員の意識について
執務に当たっての文書の起案・保存に対する意識は､ 情報公開制度の
下で文書が開示されることが前提とされていることに加え､ 近年の文書
の保存状況に起因する出来事もあって､ 文書管理の現場から見た印象と
してはかなり高いものがあるとのことであった｡ 聴き取り調査において
は､ 自らの仕事の結果を ｢きちんと残す｣ ことが徹底されてきていると
いう点が強調されていたように思われる｡
しかしながら､ ｢残したくない｣ という潜在的な意識が残存している
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こともまた事実であるとの指摘もあった｡ 聴き取り結果からの推測の域
を出ないが､ 職員としての現場での判断が県の行政に影響を与えること
は確かであるので､ それを偶然担当したことによってコミットした形跡
が残ることに対する嫌悪感や､ 政策立案段階における ｢ブレ｣ の証拠が
残ることに対する危機感がそれに当たるのではないかと思われた｡ 強い
地縁を有する地域では､ 一般行政職員についても ｢顔の見える行政｣ と
なる傾向が強く､ それに対する職員の意識も鋭敏になりがちであるが､
島根県においてもそれが当てはまるのではないかという印象を受けた｡
) 情報公開制度の現状
情報公開条例制定の趣旨は､ 住民の知る権利の保障である｡ 島根県情
報公開条例にも､ 条例の解釈運用における県民の公文書の公開を請求す
る権利の十分な尊重が明文で規定されている (条例条)｡ それゆえ､
本来的に公文書は開示されるべきものであり､ 公文書の開示を通じて住
民に対する説明責任を果たし､ 県の行政に対する住民の理解を得ること
が重要である｡
そのため､ 情報公開制度の運用においては､ 請求されなくても提供す
る責務があることが､ 大前提となる (条例条､ 公開義務)｡ 平成年
の情報公開制度の導入以降､ 職員においても､ 公文書は公開されるもの
であるという基本的な認識が広く共有されているという印象を受けてい
るとのことであった｡
情報公開制度の運用状況は別表の通りであり､ 類似団体と比較してや
や低調であるが､ 並行して情報公開によらない情報提供や行政資料によ
る周知も行っているため､ 情報公開請求・任意公開申出件数が多いほど
良いとは必ずしも言えないであろう｡ もっとも､ 利用実績は県の行政評
価において考慮される要素とされており､ 実際に情報公開制度の利用者
の減少により情報公開コーナーの使用スペースが削減されたとのことで
あった｡
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県としては､ 行政に関する住民への説明責任を果たす観点から､ 情報
公開制度を広く周知し､ 住民に意識を向けてもらうための試みを行って
いる｡ 現状では県政情報センターの行政資料を充実させることによって
情報へのアクセスを向上させ､ また県のウェブサイトにおいて情報公開
制度の積極的な告知を行っている｡
県の情報公開制度の意義は､ 比較的広範囲の行政に関する情報を提供
することにある｡ それゆえ､ 限定された範囲での身近な行政に関する情
報を提供することを目的とする各市町村の情報公開制度とは､ 制度の運
用の方針に相違が生じて来よう｡ したがって県としては､ 市町村の情報
公開制度の運用については､ 各市町村において判断されるべきものと考
えている｡ そのため､ 情報公開制度に関する市町村に対する県としての
助言は行っていない｡
なお､ 情報公開請求・任意公開申出の利用状況としてはそのほとんど
が土木・食品衛生関係の企業によるものであり､ 大量の文書の公開の請
求又は公開の申出があることもしばしばであることから､ 特定の人だけ
に対して便利なシステムになってしまっているきらいがないとは言えな
い｡ 公開された情報の目的は問わないのが条例の建前ではあるが､ 筆者
の観点からは､ 行政の透明性が高まるという意味において間接的に住民
の利益になるところがあることを認めるにせよ､ 県費を使って特定の請
求者・申出者の利益を増進するサービスを提供する必然性があるのかど
うか､ 疑問の余地がないではない｡ 情報公開制度の趣旨と運用実態の乖
離状況に関しては､ 近年夙に議論の対象となっているところであり､ 現
状はともかくとして､ 将来的には何らかの考慮が必要となることもあろ
うと思われる｡
) 職員に対する研修等について
学事文書グループの職員が初任研修の講師を務め､ 文書の作成・管理
システムに関する研修を行っている｡ また情報公開制度については､ 初
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任研修及び課長級職員に対する研修において､ 制度の運用に必要な知識
および技能の修得を図るとともに､ 意識と理解の向上を促している｡ こ
れらの研修を通じて､ 文書の作成・保存から情報公開に至るまで職員の
意識が及んでいることが窺われた｡ これらに加えて､ かつては文書取扱
主任に対する研修を行っていたこともあるが､ 現在は中断している｡
なお､ 文書管理部署の職員に対する研修は特に行われていないが､ 歴
史公文書の保管に当たる職員は､ 希望すれば国立公文書館等における研
修に参加することも可能とのことであった｡ いずれにしても予算の制約
があり､ 研修に対する配慮は低調のようであった｡
) 公文書館制度に対する対応について
島根県では､ 公文書管理法による努力義務に対処するため､ 知事部局
と各委員会の文書を一括して管理する体制の整備のために､ 公文書管理
条例を準備中であり､ 平成年月から施行の予定である｡ 条例とし
て文書の作成義務から保存までの過程が明文化されることにより､ 職員
に対するインパクトとしては文書の保管年限・使用に対する意識の向上
が期待される｡
公文書館施設を設置するに当たって一番問題となるのは運営費用であ
るが､ 島根県はハード面では旧県立博物館の施設､ ソフト面でも平成元
年以降の歴史公文書選別の実績や竹島関係資料の収集といった蓄積があ
り､ 現にある資源を用いて公文書館の機能を有する施設を整備していく
ことが､ 当面の課題である｡ 公文書管理条例によって設置される公文書
センターは､ この文脈において構想されたものと思われる｡
なお､ 公文書管理は､ 本来的には各地方公共団体が自ら処理すべき事
項であり､ 公文書館を整備したからといって運営費用を国に援助してく
れというのは筋違いであるとの指摘があった｡ 確かに､ 地方公共団体は
その権限や規模､ 管轄区域によって処理すべき事務及び公文書管理制度
の現状にそれぞれ相違や個性があり､ 一律に国が基準を定めて補助をす
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ることが却って不都合な結果をもたらす恐れがあることは､ 一考される
必要があろう｡
その観点から､ 公文書管理に関する市町村の事務は市町村において判
断されるべきものであり､ 公文書管理条例の制定や管理制度に関する指
導助言は県としては行っていない｡ ただし市町村から指導の要請があれ
ば､ それに対応してその都度考慮する用意はあるとのことであった｡
() 図表
① 島根県における情報公開制度の運用状況 (島根県運用状況書より上代
作成)
② 島根県庁における文書保管状況に関する写真 (平成年月日､
上代撮影)
() 執筆の参考文献
島根県議会議事録 (第回定例県議会､ 平成年月日)
同 (第回定例県議会､ 平成年月日)
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公文書公開請求・任意公開申出の受付数・公文書数 (知事部局のみ)
年 度
公文書公開請求 公文書任意公開申出 合 計 公開率
(県全体)受付 公文書 受付 公文書 受付 公文書
平成年度    #$ $ #$ 資料なし
平成年度  # $ # % # 
平成年度 % #%  #  # 
平成年度  #$  #$  # 
平成年度  %  #  # %
※ (公開件数＋一部公開件数)÷ (公開＋一部公開＋非公開＋存否応答拒否)×
この場合の ｢件数｣ は公文書数として計算した｡
島根県ウェブサイト内竹島問題研究所
	
			
情報公開制度のあらましについては､ 島根県ウェブサイトの該当箇所
(	
			

	)
を参照した｡ その他は､ 訪問調査の際の配付資料 (説明資料､ 情報公開制
度のあらましパンフレット) 及び上代の聴き取りメモによる｡
※脱稿後､ 島根県公文書等の管理に関する条例が､ 平成年島根県条例第号と
して成立した (平成年月日)｡ 条例のあらましについては､ 島根県報号
外第号 (平成年) 頁以下｡
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完結後年以内の文書は､ 各課のキャビネットで保管される｡ ファ
イルの色が完結年度ごとに違っており､ 区別ができるように工夫さ
れている｡
ファイルの形式は全庁で統一されており､ 背には起案年度､ 分類
番号､ ファイル名､ 分冊番号と保存年限が記入できるようになって
いる｡
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各部署から地下書庫に引き継がれたファイル｡ 背の下部に地下書
庫収納番号を記したラベルが貼られ､ 廃棄予定年度が朱字で書き込
まれている｡
地下書庫の配架表｡ 完結年度・収納番号・分冊番号が記されてい
るが､ 原課や他の書庫で保管されているものがあることが分かる｡
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県庁別館の文書保管庫｡ 元は県立博物館の収蔵庫であるため空調
や収納棚などの施設は充実しており､ 歴史公文書の保存には適した
施設環境である｡
旧浜田県及び鳥取県が島根県に編入された際の事務引渡書等､ 明
治～昭和初期の歴史公文書については､ 整理と目録の作成が完了し
ている｡
公文書管理制度の構築に関する総合的研究 164( 47 )
整理と目録への登載が完了した歴史公文書は､ 当時の形を残すた
めに､ 簿冊の状態のままで中性紙の箱に収めて保存されている｡
廃棄後文書のうち歴史的価値があるものは選別され､ 県庁別館保
管庫に移される｡ 基本的には現用であったときのまま､ 県庁のファ
イルに綴じた状態で保管されていた｡
() 公文書館の沿革
() 公文書館条例の有無
() 公文書館の組織・人員など
() 公文書館の施設状況
→以上､ 福島県内部の組織のため省略
() 公文書の保存・管理のあり方 (現用文書と非現用文書)
① 公文書の収集・保管に関わる文書管理規則について
●法的根拠：規則・訓令に基づいた公安委員会による管理
●福島県警における ｢文書 (等)｣ の定義
・ ｢文書｣：｢福島県公安委員……又は福島県警察職員……が職務上
作成し､ 又は取得した文書､ 図画及び電磁的記録｣ (福島県公安
委員会文書管理規則第 条 [福島県公安委員会規則第 号
])
・ ｢文書等｣：｢紙文書及び職員が職務上作成し､ 又は取得した職務
に係る事案に係る図画及び電磁的記録｣ (福島県文書等管理規則
第条)
・文書管理規程における文書には犯罪捜査等情報を含む文書につい
ては含まれない｡
163 ( 48 )
Ⅴ 調査報告
福島県警に対する聞き取り調査
(文書管理および情報公開に関する概況)
調査日：年月日
文 責：ましこ・ひでのり
● ｢文書管理に関する訓令｣ 上 (第条・条) の責任系統
本部長
→総括文書管理者 (警務部長)
→副総括文書管理者 (県民サービス課長)
→文書管理者 (所属長)
→文書管理担当者 (次席等)
●文書管理の組織分掌
・作成の指導：警務企画課
・文書の管理：県民サービス課
・発 送 等：情報管理課
・情報公開の担当組織：県民サービス課
※ 情報公開関連は名 (個人情報情報公開補佐・情報公開係
長・個人情報保護兼文書管理文書係長・文書管理主任)
※※ 警察官は係長のみ・他は警察職員
※※※警察官と職員とでは扱える情報の範囲に違いがあるので､ 業
務の上でそれぞれ棲み分けるようにしている｡
② 保存・保管文書の選別基準・選定方法・廃棄文書の扱いなど
●文書の区分 (福島県警察の文書管理に関する訓令条) と保管年限
 法規文書
 公示文書
 令達文書
 一般文書
※保存年限は福島県公安委員会文書管理規則条別表に従い
それ以下
③ 文書庫における保管のあり方
・歴史的文書の保存についてはまだ手つかずの状態
・永年保存は取り外してはいるが､ 年保存文書についてさらに保
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存年限をのばすことは可能である｡
・文書を捨てていかないと新しいものを入れる場所がない､ というハー
ド上の問題
() 文書館の予算状況 (公文書館運営費・人件費など)
→省略
() 文書の利用状況 (利用方法・利用者数・利用内容・利用者の特徴など)
・年月末現在で件 (情報公開件・個人情報保護件､ 横
ばい)
・工事関係の設計書が急増している (入札関係)：ただし建設単価や処
理単価などは営業利益が害されるおそれがあるため不開示としている｡
・警察安全相談課が作成する相談に関する書類 (相談対応票・対応
票) の開示請求が見られる｡
・情報提供したものは	件 (増加傾向)
() 文書作成と電子化および将来展望
・起案から管理保存までを電子システム上で行っている｡
・原則として起案はシステム上で行う (使用率はかなり高い)｡
・起案の訂正権限を持っているのは､ 基本的には県民サービス課の職員
のみ (ただし訂正を加える場合であっても､ 簿冊番号など整理上の必
要がある場合に限る)｡
・決裁に当たっての上司への説明の必要があるため､ 文書決裁の電子化
は警察にはなじまないと考えられるため､ 決裁の電子化については見
送っている｡
・補助文書は添付しておくことによって保存年限までは管理システム上
に残る｡
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・管理システムの査定 (費用に対する効果) としては､ 相互に文書の作
成状況が分かることによって､ 文書に関する意識を高める意義はあろ
う｡
・法規管理システム (法令と一部判例を包含するデータベース) も別に
運用している｡
() 公文書に関する公務員などの意識 (とくに情報公開条例との関連で)
・文書管理強化月間を設けて意識向上に取り組んでいるほか (所属長に
よるチェックの奨励・県民サービス課による指導)､ 警察学校におけ
る文書管理・個人情報保護・情報公開に関する教養を行う｡
・公文書作成に関する講習会 (情報に関する部署が合同で)
・情報公開に関する民間の研修会に予算が付けば参加することもある｡
・全国の文書管理担当者を集めた講習会 (警察に特化したかたちで) が
あれば望ましい｡
・県民サービス課はつの係があるが､ すべて県民と直接関わる部門で
あり､ 被害者支援→苦情→情報公開の流れになるので､ 難しい｡
・監察の項目として､ 捜査文書だけでなく文書管理についても評価対象
となっている (年から)｡
・公安委員会・警察本部長に対する情報公開請求については警察情報セ
ンターで一本化して受け付けている｡
・警察署に出された申請書も回付・教示によって警察情報センターで受
理する｡
・閲覧コーナーを設置して行政資料・公開資料を閲覧に供している｡
・知事部局とは､ 情報公開請求の交通整理などを通じて協力・連絡関係
にある｡
・情報公開関連業務に当たる職員に対しては知事部局からも併任辞令が
出ており､ 不服申立があったときの対応については知事部局と合同で
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行っている｡
・強化月間を設けて意識涵養に努める｡
・ ｢交通事件捜査の手引き｣ に関する公開が主管課との関係で問題となっ
たことがある｡
・情報公開の可否については主管課が一次的に判断をし､ 県民サービス
課がその判断に加わるが､ 最終的には警察本部長が判断
・文書管理の制度整備について知事部局で現在検討中｡ 公安委員会及び
警察本部長も対象となる予定であるが､ 警察に関しては特別な規定が
入る可能性はある｡
・県立図書館に配置した行政資料を通じた情報提供を既に行っている｡
() 図表
【省略】
() 参考文献 (一部､ 調査当時に存在しなかった文書が含まれる)
◆文書管理規定
・福島県文書等管理規則 (年月日福島県規則第号)
(	




)
・福島県公安委員会文書管理規則 (年月日福島県公安委員
会規則第号)
(	




)
・福島県警察の文書管理に関する訓令 (年月日県警察本部
訓令第号)
(	


 
!


 


""#第章第節)
・公文書の保存期間の基準について (通達 年"月日達 (県
サ) 第号)
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(	







)
◆情報公開制度
・情報公開制度の概要
(	




	)
・福島県情報公開条例 (年福島県条例第号)
(	






)
◆個人情報保護制度
個人情報保護制度の概要
(	




	)
福島県個人情報保護条例 (年福島県条例第 号)
(	






)
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() 条例の特色
石川県は公文書館を持たないため､ 公文書館に関する単独の条例は制定
されていない｡
文書に関する条例としては情報公開条例・知事が管理する公文書の公開
等に関する規則・文書管理規程 (訓令) 等が制定されている｡
石川県の公文書管理の特色は､ 現用文書と歴史公文書の区分を設けてい
ないところにある｡ 石川県における長期保存文書は全て永年保存 (石川県
では情報公開条例に言う ｢公文書｣ ＝現用文書) としており､ 情報公開条
例に基づく公開請求手続を行うことによって開示される｡
 現用文書として永久保存される ｢永年保存｣ の種別が存在する｡ なお､
その他の保存年限の区分は､ 年・年・年・年及び年未満で
ある (規程条項)｡
 例規上､ 歴史公文書のカテゴリーはなく､ 歴史的に重要な文書も全て
現用文書として扱われる｡ ただし､ 歴史的文書は重要性の観点から選
別基準に沿って選別を行い､ 選別されたものを永年保存の現用文書と
して保存することとしている｡ 保存されている文書の年代とおおよそ
の件数は､ 明治 (件) ・大正 (件) ・昭和戦前 (件) と
なっている｡
 公文書の公開は､ 歴史的に重要な文書を含めて全ての文書が現用文書
扱いのため､ 情報公開条例に基づいて行う｡
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Ⅵ 調査報告
石川県庁
調査日：	年月日
文 責：上 代 庸 平
() 公文書館の来歴
石川県は公文書館を持たないが､ 県庁の書庫がその役割を果たしている｡
現在の石川県庁舎は平成年月から使用されているものであり､ 地下
階フロアが総務課の管理する書庫として使用されている｡ このように､
地下書庫が実質的に公文書館として機能しているため､ 形式的な ｢公文書
館｣ はなく､ 単独の公文書館を設置することについて､ 具体的な検討は行っ
ていない｡
なお､ 歴史的価値のある文書であって歴史博物館や博物館に移管された
ものは現用文書ではないため､ 移管先の規準に従って保存・公開・利用さ
れることになる｡
() 利用状況
 情報公開条例に基づいて検索資料を公開しており､ その資料にしたがっ
て請求することによって情報公開の可否に関する審査を行う｡
 情報公開請求件数は､ 平成年度で件 (人) である｡ なお､
石川県情報公開条例は､ 公文書の公開を請求できる者の範囲を､ 県内
に住所を有する者､ 県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人そ
の他の団体､ 県内に存する事務所又は事業所に勤務する者､ 県内に存
する学校に在学する者及び実施機関が行う事務又は事業に利害関係を
有するものに制限しており (条)､ それ以外の者は任意公開の申出
を行うことになる (条)｡ 任意公開の申出件数は件である｡ そ
のうち､ 公開 (一部公開を含む) は	
件 (％)､ 非公開・不存
在・存否応答拒否は		件 (	％) となっている｡
 公開請求案件としては､ 河川・治水工事に関連するもの (浅野川氾濫
対策に関する現行の政策について､ 犀川の治水検討)､ 選挙に関する
もの (選挙費用・政治収支報告書) が目立つ｡
 現用文書と歴史公文書とを隔てていないので､ 昭和初期の文書につい
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ても現用文書扱いで情報公開に応じた例があり (情報公開の請求理由
は ｢歴史研究のため｣ であった)､ 明治期・大正期の文書についても
請求・申出があれば情報公開に応じることができる｡
 ただし､ 歴史公文書とされるべき文書であっても､ 現用文書扱いとし
て個人情報保護条例・情報公開条例の適用を受けるため､ 時間の経過
に伴って公知となったものを除き､ 一部非公開とする運用を行ってい
る｡
 文書の公開は情報公開制度によるものであるため､ その請求に当たっ
ては検索資料を元に公開請求の対象となる文書を請求者が特定する必
要があるが､ それが困難な場合には､ 職員による説明・申請に関する
アドバイスを行っている｡
() 施設関係
石川県には､ 公文書館が存在しない｡
県庁における文書の保存施設は､ 県庁舎地下階の書庫である｡ この書
庫は庁舎の新築に当たって必要なスペースが確保されたものであり､ 満杯
になるまでの期間はあと年程度が見込まれているが､ 文書の電子化等
により､ もう少し余裕があると見られる｡
 予算関係
・文書管理に関する経費：約万円
－人件費 (嘱託職員の人件費約万円)
－システムメンテナンス費 (約万円､ 現行の文書管理システム
は平成	年度に導入されたものである｡ 書簿冊の登録・管理の
機能を備えており､ 開発費としてこれまでに約億円が投入され
ている｡)
－機器類リース料 (約万円)
－団体補助金
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・情報公開・個人情報保護に関する経費：約万円
－情報公開審査会費
－人件費 (嘱託職員人件費)
－審査結果送付料など雑費
() 人員関係
 総務部総務課 (企画管理・文書グループ)
正規職員名｡ 文書の審査関係の嘱託職員名､ 地下書庫管理の嘱託
職員名が配置されている｡ 更に､ 文書の発送・受領に再任用職員
名､ 臨時職員 (事務名) が当てられているほか､ 歴史的公文書の選
別に当たる嘱託職員を名置いている｡
※文書管理部署の専門性を確保する等の人事制度上の特段の配慮はな
く､ 正規職員は・年のサイクルで他部署へ順次異動していく｡
※現在の体制で､ 他の部署からは指導の要請など一定の評価を得てい
る｡
※正規職員の職名として ｢専門員｣ が存在するが､ これは係長級職員
の職名であって､ 専門的に文書を取り扱う技能を示すものではない｡
 総務部総務課 (行政情報サービスセンター)
正規職員名､ 再任用職員名｡ 情報公開申請・個人情報保護・公開
促進に関する業務を､ セクションを設けずにグループが一体となって
行っている｡ その他申請文書整理を担当する嘱託職員名が置かれて
いる｡
() 文書の収集について
原課による作成・終結後の保存文書は年後に総務課に引き継がれ､ 地
下書庫で保管される (規程条)｡ 総務課引き継ぎ後の文書の管理責任は
総務課が負い､ 所管課に貸し出しを行う (規程条)｡ その意味で､ 地下
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書庫は中間書庫のような機能を有していると言える｡
なお､ 意思決定の過程文書の扱いについては原課に委ねており､ その判
断次第で過程文書を作成し登録すれば､ それは文書として保存されること
になる｡
※原課が地下書庫への引き継ぎをしないことも､ 例外的ではあるが可能で
あるため､ 終結後年経過後も原課に残ったまま保存される文書も少な
からず存在しているのではないかという印象を受けている｡ ただし､ 文
書の作成の時点で文書管理システムへの登録は行われているので､ 文書
が存在していること自体は､ 総務課からは分かるようになっている｡
 永年保存文書の選別に関する基準 (いずれも総務課が行う)
第一段階：総務課が選別基準に基づいて ｢大きい網掛け｣ をして残す
べき文書を決定する
第二段階：第一段階が終わった後に､ 所管課に残すことを通知し問い
合わせを行う
※ 永年保存に切り替わるものは年間約冊である
↓
行政情報サービスセンターの目録に登載し､ 公開の請求があったときは､
情報公開制度に基づいて審査し､ 公開 (一部公開)・非公開の決定を行う
ことになる｡ そのため､ 目録は所管課別・年度別・保存機関別に整備され
ている｡
() 文書作成と電子化及び将来展望
. 電子化への対応
 文書管理システムによって文書の起案を行うことが原則となっている
ため､ 文書の電子化が進み紙媒体のファイルの数・厚さは減っている
と考えられる｡
 公印規程の定めるところにより､ 電子文書には必要に応じて電子署名
153 ( 58 )
を付す｡
 電子手続に関するデータについて保存の必要がある場合には､ データ
のまま保存するのではなく､ データをプリントアウトした上で簿冊に
綴じる｡
. 文書管理の将来展望
 北陸の公文書管理に関する協議会では､ 福井県立文書館を手本に､ と
いう要望が多い｡ 一般的な公文書館における文書の保存と石川県にお
ける文書の保存とを比較した場合､ 大きな違いは､ 歴史公文書として
残すべき文書を ｢公文書｣ から外す取扱をするか否かにある｡ 石川県
が全ての文書を ｢公文書｣ に一元化するのは､ 文書の散逸を防ぐ目的
の観点において優れていることに加え､ 使用・公開に当たり原課の判
断の適切性を担保することに適しているからである｡
. 公文書管理法への対応について
 公文書館設置について､ 条例制定や予算の確保等､ 具体的な政策とし
ての動きは見られない｡ 現状の地下書庫での保存管理で十分な水準を
実現できていると考える｡
 散逸を防ぎ､ 行政の記録を残していくという文書管理制度の趣旨に照
らして文書管理を行ってきている｡ その意味で､ 石川県では公文書館
は有していないものの､ 県庁地下書庫における文書の保存管理と情報
公開の制度の両者が相補いあって､ 県庁内での文書管理と市民による
文書の利用が実現されていると考えられ､ 現状では国に対する支援の
要請を検討したことはない｡
() 公文書に対する職員の意識､ 特に情報公開との関連で
 公文書として行政資料を管理することを主目的として管理を行ってい
る｡ 情報公開による場合と公文書館による場合における保存管理の違
いは､ 下記の点にある｡
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・情報公開条例に基づく公開基準と､ 公文書館における文書の利用基
準とは異なる｡
・廃棄後文書を評価選別して公文書館に収めることになる場合､ その
評価選別の過程で本来保存されるべき文書が本当に公文書館に収め
られるのか疑問がある｡ 現用文書としての十分な保存スペースがあ
る限り､ 文書を動かさないでおくことも､ 散逸を防ぎ記録を残すと
いう目的からはつの選択肢ではないか｡
・現用文書は行政機関で管理し､ 非現用となった文書は公文書館とい
う棲み分けが合理的かどうかは判断しかねるところがある｡ 中間書
庫としての機能をどこに持たせるかの問題も検討されるべきであろ
う｡
 文書は日常の業務に使用するものであるため､ 抽象的に ｢公文書は誰
のものか｣ ｢文書管理は何のためになされるか｣ ということを考える
よりは､ 具体的に日常業務に支障が生じず､ かつ情報公開に対応し得
る状況にしておくことへの意識が現場では強いのではないか｡ ただし､
保存年限に関する見直しを定期的に行う過程において､ 年・年文
書の扱いと管理に対する意識は向上したのではないか｡
 総務課では､ 文書の起案についての指導を個別には行っていないが､
問い合わせがあればその都度対応し､ 規程に基づく文書管理の徹底を
図っている｡
 全体に向けた文書管理・情報公開制度に関する指導は､ 初任研修時に
文書管理システムの使用方法と合わせて行う｡ 内容の概要を記した冊
子は作成しているが､ 内部のシステムマニュアルに相当するものであ
るため､ 公開していない｡
() 図表
・石川県における情報公開制度の運用状況 (石川県実施状況報告書より上
151 ( 60 )
代作成)
・石川県庁における文書保管状況に関する写真 (平成年月日､
上代撮影)
() 執筆の参考文献
その他は訪問調査の際の配付資料 (説明資料､ 情報公開制度のあらまし
パンフレット) 並びに上代の聴き取りメモ及び録音の起こし稿による｡ ま
た､ 情報公開制度の概要については､ 石川県 サイトの該当箇所
(	
		) を参照した｡
なお本文中､ 文頭のは聞き書き部分であることを示している｡
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公文書公開請求・任意公開申出の件数 (各行政委員会・議会・公安委員会
及び警察本部長に対するものを含む)
年 度
公開請求 任意公開申出
合 計 公開率
うち知事部局に対するもの
平成年度
 
 
( )
平成 年度
!  
 ! 
()
平成!年度
!  
  ! 
( )
平成年度
 
! 
()
平成年度
  !
! ! 
( !)
※公開率は下記の通り計算した｡
(公開件数＋一部公開件数) ÷ (公開＋一部公開＋非公開 [不存在を含む]
＋存否応答拒否) ×  
この場合の件数とは､ 処理件数を指す｡
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石川県庁舎階にある行政情報サービスセンター｡ 石川県の文書
にアクセスするための総合窓口である｡ 庁舎のエントランスロビー
は吹き抜け構造であり､ 行政の透明性を象徴しているように思える｡
石川県では､ 文書管理システム上での文書起案が原則となってい
る｡ 丁寧なマニュアルから､ 利用方法の普及やインターフェイスの
工夫も､ 電子化が定着するための鍵となっていることが窺える｡
() 条例の特色
名護市は公文書館を持たないため､ 公文書管理に関する単独の条例は制
定されていない｡
文書に関する条例としては情報公開条例・市長が保有する公文書の公開
等に関する規則・文書取扱規程 (訓令) 等が制定されている｡
市役所における文書管理の中心となる規定は､ 文書取扱規程である｡ こ
の規程は昭和年に制定され､ 平成年に永年文書の撤廃と総合行政シ
ステムへの対応を含む全部改正を経ている｡
規程に定める文書管理の方式は､ 事案ごとに関連する文書を一括した簿
冊に編纂して管理保存する簿冊方式である (文書取扱規程条項)｡
() 公文書館の来歴
名護市は公文書館を持たない｡ 市役所の書庫において文書を管理・保存
している｡
現用文書の保管に当てられるスペースは､ 市役所第一書庫､ 第二書庫及
び建築関係文書専用書庫である｡ その他､ 中間書庫施設として整備された
別館書庫があるが､ この施設には平成年頃までに整理・編纂された文書
とその目録を収蔵しており､ 現在のところ現用文書の保管には当てていな
い｡
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Ⅶ 調査報告
名護市役所
調査日：年月日
文 責：上 代 庸 平
() 利用状況
 現用文書については､ 情報公開条例に基づく公開請求がなされた場合
に､ 情報公開制度の下で公文書を公開している｡
 廃棄後文書は､ 基本的には廃棄されることになるため利用することは
出来なくなるが､ 歴史的価値があると市教育委員会文化課が認めた文
書については､ 同課が所管する市史編纂事業の資料として保管・使用
される｡
() 施設関係
現在の名護市庁舎は昭和年月から使用されているが､ 必ずしも文
書管理スペースに配慮した造りとはなっておらず､ 文書庫の狭隘化が大き
な問題となっている｡ また､ 第書庫・第書庫の入り口付近には段差が
あり､ 台車の使用にも適しているとは言えない｡ このような市役所書庫の
狭隘化に対応するため､ 建築関係文書専用の書庫を別置している｡
() 人員関係
総務課文書法規係には係長と係員名､ 計名の正規職員が置かれ､ 市
役所全体の文書の審査・情報公開及び個人情報保護の総括､ 市例規の制定
に関する事務を所管している｡ なお､ 平成年現在､ 名護市の正規職員
数は名である｡
() 文書の収集について
 文書取扱規程における ｢文書｣ は､ 情報公開条例における ｢公文書｣
と同じであり､ 歴史的価値のある文書の公開は､ 情報公開条例による｡
なお､ 歴史的価値のある文書であっても､ 所定の保存年限を過ぎたと
きは廃棄文書となる｡
 文書の保存年限区分は・・・・年となっており (文書取扱規
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程条項)､ 永年文書を撤廃したのは平成年である｡ 年保存
となるのは､ 年にもよるが平均して割強ほどである｡
 現用文書は､ 簿冊に編纂する｡ 簿冊の形式は､ 表紙に所定の分類・項
目名・完結年度と保存年限を記載し､ 簿冊台帳番号が付されることと
されており､ 課にもよるが､ 市販のファイルに所定項目を書き込んで
使用するのが一般的である｡
 簿冊に綴じられた文書が保存の対象となるので､ いわゆる過程文書も､
簿冊に綴じておけば規定上は文書として扱われ､ 保存の対象となる｡
 簿冊は原則として各課の管理であるため､ 簿冊の構成について総務課
で指示・管理を行うことはなく､ 各課がそれぞれ使いやすいように編
纂方針を決めている｡
 簿冊は市販事務用品の書類保存箱に収め､ 各課のキャビネット又は書
庫に保存する｡ 整理の効率化のために､ 簿冊の表紙又はラベルの色は
保存年限種別ごとに異なるものとなっている｡ 書庫は総務課の一括管
理ではなく､ 総務課において各課に書架を割り当て､ 各課で個別に割
り当てられた範囲を管理している (文書取扱規程条項)｡
 簿冊は､ 規程の定める形式による簿冊台帳に登録する (規程条
項)｡ 簿冊台帳は課ごとに作成され､ 種類・分類 (保存年限)・重要性
分類・管理者名・保管場所・廃棄予定年月日が登録される (規程様式
号)｡ 近年では､ コンピュータ上の簿冊台帳データベースへの入力
によって簿冊台帳への登録があったものとみなされることになってい
る (規程条項)｡ 簿冊台帳データベースは一覧性に優れ､ 簿冊の
タイトルによる検索も可能であるが､ 登録内容は簿冊台帳に準じるも
のであり､ 文書内容までをシステム上で一覧する機能は実装していな
い｡ 簿冊台帳それ自体は年保存文書であるが､ 年度ごとに新しい
文書に関する記載が追加されることから継続的な保存の必要性が認め
られる文書であり､ 事実上永久保存されることになる｡
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 現用文書は各課で管理・保存するのが原則である (文書取扱規程
条項)｡ 文書取扱規程では､ 常に所在を明らかにして分類整理し､
管理しなければならないものとされ (条項)､ 各課長が､ 各課に
おける文書事務を円滑かつ適正に処理するものと規定されている (
条)｡ ただし､ 年保存文書については､ 原課において完結後年を
経過した時には総務課長に引き継ぎ､ 総務課の管理する書庫において
保存する (条項号､ 条項)｡ 年間は各所管課において保
存することにされている理由は､ 文書の重要度に鑑み､ 完結後数年間
は使用する頻度が高いと考えられるため､ 総務課からの借覧の手間を
省き､ 業務の効率性を確保するためである｡ 引き継ぎ後の年保存
文書は総務課長が管理し､ 所管課の職員がそれを使用する場合であっ
ても､ 借覧の手続をとらなければならない (条)｡
 文書は各課の管理であるため､ 複数の課の所管事項にまたがる事務に
ついては､ その文書の編纂の方法が課ごとに異なるということは起こ
り得る｡ 例えばある事務の複数部署にまたがる部分について､ 一方の
課の作成した文書の原本と､ 相手課の作成した文書の写しが混然となっ
て簿冊に編纂され､ 両方の課に保存することもあり得る｡
 総務課への引き継ぎは､ 各課において引継文書目録を作成して総務課
に提出し､ 文書を引渡すことによって行う (規程条項)｡ 簿冊台
帳は､ 引き継ぎの旨を記すことによって､ そのまま引継文書目録とし
て使用できるようになっている｡
 引き継ぎに当たって､ 総務課では文書の編集製本その他内容に不備な
点があるものは､ 主管課長にその補正を求めることができるとされて
いる (規程条項) が､ 文書の管理は各課に委ねるという建前上､
補正を求めることはほぼない｡ 各課にとっても文書は自らの事務に必
要なものである以上､ 各課の業務上の必要に応じて適切に簿冊を編纂
していると捉えている｡
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 簿冊台帳 (引継文書目録) が提出されるため､ 総務課では全庁の書類
の所在を把握できる仕組みになっている｡ ただし､ 保存年限を審査し
て廃棄を促し､ 引き継ぎを強制するほどまでの管理をしているわけで
はなく､ 基本的には所管課の決定に委ねることにしている｡
 保存期間は､ 関係課長が認めた場合には延長することが可能である
(規程条項)｡ なお､ 各担当で不要と判断したものであっても､
総務課長が必要な文書であると認めた場合には､ 総務課長が自らその
文書を保存することもできる (規程条項)｡
 文書は､ 保存年限が到来したときは全て廃棄文書となる｡ 文書の廃棄
に当たっては､ 廃棄文書台帳に廃棄文書を登載しなければならない
(規程条項)｡ 廃棄文書台帳には､ 簿冊台帳番号・文書分類・保
存年限・簿冊名・冊数及び歴史的文書としての選別の有無が記載され
る (規程様式号)｡ 廃棄文書のうち､ 歴史的価値があると市教育委
員会文化課が認めた文書については､ 廃棄台帳にその旨が記載された
上でその全てが文化課に引渡され､ 市史編纂の資料として保存される｡
 市教育委員会文化課は､ 総務課から送付を受けた廃棄文書台帳により､
廃棄文書から歴史的価値があると判断されるものを抜き取って保存す
る｡ 抜き取られた文書は現用文書ではないため､ どのような基準でど
の程度の量を保存しているのかは､ 総務課では把握していない｡ 抜き
取られて保存される文書を除いた実際の廃棄文書の量は､ 毎年トン
程度である｡
 現用文書は総務課が管理し､ 歴史的価値のある文書は教育委員会で保
存するという現在の制度に特に不都合はなく､ 現状をこのまま維持す
る方針である｡ 歴史的価値のある文書の保存は､ 市史編纂に向けた動
きとして全庁的に取り組んではいるが､ 廃棄後文書の保存状況及び一
般利用の有無については､ 総務課は関知していない｡ 現用文書で歴史
的価値のあると思われる文書は､ 市の行政にとっても重要性の高いも
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のと思われるため､ 年を超えても保存期間の延長によって事実上
永久に庁内に存在し続けることになるのではないか｡
 市庁舎別館中間管理庫に保存されている文書については､ その目録を
作成していた時期もかつてはあったようであるが､ 平成年の規程
改正後については､ 特に年保存文書に切り替わった永年文書の扱
い等､ 未だ先例・実績に乏しく､ 今後適宜対応していく必要がある｡
() 文書作成と電子化及び将来展望
. 電子化への対応
 文書の収発簿は電子化されており､ 総務課において管理者権限で管理
可能になっている｡
 文書取扱規程上､ ｢電磁的記録｣ は文書に含まれる｡ 電子データを記
録媒体のつとして用いるということであり､ その意味で､ 紙と電子
データに相違はないということである｡ 電磁的記録の管理については､
統一的・総合的なシステムの構築には至っておらず､ 結局は紙ベース
の文書と､ 電子化された部分に関する共通マニュアルにしたがって､
管理を行っている｡
 地方公共団体と国とを結ぶ専用のネットワークである	 (総
合行政ネットワーク) が存在し､ その入力内容は名護市の規程では文
書の扱いとなる｡ ただし送信に関する記録や入力結果を残すかどうか
の判断は､ 所管課に委ねている｡ 例えば､ 住民税の収納報告書は電子
データとして国に提出しているが､ 税に関わる件であるため､ 正確と
確実を期すために送信記録や入力記録を残すようにしている｡
 文書管理から情報公開につなげていくためには､ 文書の所在の確保と
検索性の向上など必要な検討課題が多くあり､ ひとまずは簿冊台帳を
オンライン化していくことが必要ではないかと考えられる｡
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. 文書管理の将来展望
 平成年ごろまでは､ 文書目録の整理を外部委託していたようだが､
その委託費用が万円近くかかっていた｡ 作成された文書目録と
掲載された文書は別館書庫に保存されている｡
 国の公文書管理法に規定された努力義務への対応の優先順位は､ 今の
ところ高いとは言えない｡ ただし､ 将来に渡って高くならないままか
どうかについては現状では判断できない｡ 文書が市民にとって貴重な
資産であって､ 保存するに越したことはないことは理解するが､ コス
トに見合う利用が期待できるか否かの点を考慮すると､ 政策上それが
優先されるかはなお不分明であると言わざるを得ない｡
 大学法人 (名桜大学､ 平成年月に学校法人名護総合学園より一
部事務組合が設置する公立大学法人に移管) の文書については､ 大学
法人の規則によって対応する予定である｡ ただし市の事務に関連する
文書については､ 従来通り市が関わることになる可能性はある｡
 契約関係については意思決定の過程における決裁権の所在がよく分か
らないことがあるので､ 過程文書をしっかりと保存することでそれを
追跡可能にすることができれば良いのではないかとは考え得る｡ しか
しそのためには､ 文書管理のマニュアルの整備とともに､ 職員の側に
も常に自らの仕事が文書を通じて市民に見られているという意識を涵
養することが必要となろう｡
 各課において文書を管理している以上､ 庁内の機構改革があったとき
には文書を移動させる必要が生じるので､ 文書を各課の職員がそれぞ
れ手元に置いておくことには限界がある｡ 機構図の管理は総務課にお
いて行ってはいるものの､ 追跡が不可能となる結果､ 職員の配置転換
に伴って文書の所在が分からなくなる事態も､ 現状の制度では起こり
得ると捉えている｡
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. 公文書管理法への対応について
 条例・実務を含めてノウハウや大枠のマニュアルの提供を国に求めた
い｡ 各自治体で法律を読み下し､ それぞれの状況に応じた対応できる
ことが望ましいが､ 結果的に各自治体で文書の管理がバラバラとなる
のは､ 公文書館法及び公文書管理法の理念の実現という意味から言え
ば厳しいのではないか｡ ガイドラインとして参考とすべきものがあれ
ば､ 現場への負担を減らすことができるのではないかと考えられる｡
さらに､ 文書管理に関する人員と施設関係に関する財政的負担は､ 今
後制度整備に臨む自治体にとってはかなり重い課題となることが予想
されるので､ 財政面に関する配慮を望みたい｡
 自治体レベルではある程度文書管理ができているという現状認識を持っ
ている｡ 国の省庁間で縦割りとなって文書に関する連絡が取れていな
かったことに対する反省こそが､ 公文書管理法制定の趣旨ではないか
と考える｡ 文書は管理するのが当然であり､ 役所で隠し持つものでは
ない､ というのが共通認識となるべきであろう｡
 財政状況が厳しい自治体が多い中､ 各自治体が単独で公文書館を設置
することは現実的とは思われない｡ 一部事務組合での公文書館の運営
という形態もあり得るのではないかと思われる｡
() 公文書に対する職員の意識､ 特に情報公開との関連で
 情報公開申請・開示決定は各課において行い､ 情報公開請求をとりま
とめる部署は設置していない｡
 情報公開制度を利用する場合における情報の管轄に関する教示につい
ても､ 各課において対応している｡ 特に政策推進部に対しては基地関
係での情報公開請求がなされることが多い｡
 情報公開制度の利用状況は概して低調である｡ 制度の広報をしていな
いということも影響しているのか､ 市民の情報公開に対する意識は必
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ずしも高いと言えないのが現状である｡ 最近ではパンフレットの設置
やウェブサイトでの情報提供に努めていることもあるので､ 情報公開
請求件数の潜在的数値はもう少し高いのではないか｡ 新市長注が情報
公開の促進を公約としているので､ 今後の取り組みとして重点化され
る可能性はある｡
 情報公開に関する職員の当事者意識はそれほど高いとは言えない｡ 各
課で対応を行っているため､ それぞれのノウハウが蓄積されていく面
はあるが､ その反面､ 意識の面では各課ごとにちぐはぐになっている
のが現状である｡
 情報公開請求に対する対応は情報公開取扱要領により行っているため､
形式的には全庁で統一されている｡ 現在は研修を行っていないが､ 情
報公開に関する研修を必修とする方向で､ 現在検討中である｡
() 図表
名護市における情報公開制度の運用状況 (名護市運用状況書より上代作
成)
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公文書公開請求の件数 (市長部局のみ)
年 度 請求件数
公開件数
公開率
全部公開 一部公開
平成年度    
平成年度    
平成年度    
※公開率は下記の通り計算した｡
(公開件数＋一部公開件数) ÷ (公開＋一部公開＋非公開＋存否応答拒否)
×
この場合の件数とは､ 処理件数を指す｡
注 稲嶺進 (平成年月日就任)｡ なお本調査は､ 稲嶺の当選 (月日)
後､ 就任前に行われている｡
名護市役所における文書保管状況に関する写真 (平成年月日､
上代撮影)
() 執筆の参考文献
情報公開制度のあらましについては､ 名護市ウェブサイトの該当箇所
(	
				) を参照した｡
その他は訪問調査の際の配付資料 (説明資料､ 名護市広報 ｢市民のひろ
ば｣ 号､ 号) 並びに上代の聴き取りメモ及び録音の起こし稿によ
る｡ なお､ 文頭のは聞き書き部分であることを示している｡
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名護市役所第書庫における文書保管の状況｡ 定型の文書は文書
保存箱に収納して保管される｡ 整理番号・主管課を記す欄があるが､
記入内容は必ずしも統一されていない印象を受けた｡
文書保存箱に収められるファイル｡ 統一形式を用いるのではなく､
市販のファイルを部署ごとに購入し､ それぞれの課ごとにルールや
分類を設けて使用しているとのこと｡
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定型外の文書は､ 折りたたんでクリアファイルや封筒に収めて箱
の間に立てて保管されている｡ 狭隘化が著しいため､ スペースは有
効に利用しているようである｡
折りたたむことの出来ない定型外の文書は､ 筒に入れて文書庫の
隅に立てかけられている｡ 保存期限の短い文書の箱が床積みされて
いるのが目立つ｡
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図面が多く残る部署では､ 収納スペースの確保に苦労している様
子が窺われる｡ サイズの異なる文書を巧みに収納している｡
一連になっている図面などは､ ひとまとめにカバンに入れて保管
されているものもあった｡ 散逸を防ぎつつ､ スペースを有効に利用
するためのつの方法であろう｡
本調査報告は､ 筆者名がドイツ連邦共和国内にあるつの公文書館に
対して行った訪問調査の結果を､ まとめたものである｡ なお本調査報告は､
各公文書館のアーキビストにインタビュー調査を実施した結果､ 日本各地
に存在する公文書館に対してこれまで実施してきた調査の結果と比較して
｢ドイツの公文書館の特徴｣ として特に注意を払うべきであると思われる
点に絞り込んだ記述となっている点を､ あらかじめお断りしておく｡
() 公文書館の組織および人員について
ドイツの行政組織は厳格な官吏制度に則って形成されており､ 全体的な
行政事務の方針を定め管理業務を担当する高等官・専門的な事項を処理す
る官吏・高等官や官吏の指示を受けて事務を処理する吏員の区別が存在し
ている｡ 公文書館もその例外ではなく､ すべてを管轄する高等官としての
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Ⅷ 調査報告
ドイツの公文書館の特徴について
バイエルン州公文書館本部・本館､ ミュンヘン市公文書館､
ドイツ連邦公文書館ルートヴィヒスブルク支所への
訪問調査に関する報告
調査日：年月日 (月) バイエルン州公文書館本部・本館
年月日 (火) ミュンヘン市公文書館
年月日 (水) ドイツ連邦公文書館
ルートヴィヒスブルク支所
文 責：土 井 崇 弘
上 代 庸 平
アーキビスト () がおりその下に専門職員を置くという､ いわ
ばドイツにおける ｢伝統的な｣ スタイルの組織形態を採る｡
① バイエルン州公文書館
バイエルン州公文書館は､ バイエルン州の法律であるバイエルン州公文
書館法に基づいて設置される､ 州の行政機関である｡ 所管官庁はバイエル
ン州学術教育文化省である｡ ミュンヘン市にある本部 (	
		

) 及び本館 () の他､ アムベルク､ アウグスブル
ク､ コーブルク､ ランツフート､ ミュンヘン､ ニュルンベルク及びヴュル
ツブルクの各支所によって構成される｡ バイエルン州公文書館本館には
つの内部組織があり､ 第部 (一般文書のうち世紀までのもの) 第
部 (一般文書のうち世紀以降のもの) 第部 (旧バイエルン王室枢密
文書) 第部 (旧バイエルン王国軍事文書) 第部 (非公式文書コレクショ
ン) が置かれている｡
職員数は､ 全体で～名である｡ 博士号を保持し公文書館職員と
しての専門教育を受けた高等官である高等文書館員 (		

)､ 公文書館職員としての専門教育を受けた官吏である上級文書館員
(		
		
)､ 中級文書館員 (		
) 及び
その他の職員が置かれている｡
② ミュンヘン市公文書館
市長直轄機関として設置されている｡ 市の公文書の引き渡しを受け､ 歴
史公文書として保存することを任務とする公文書館にとって､ トップに近
接して権限を有していることは都合が良いとのことである｡
職員数は､ 名である｡ その内訳は､ 以下のとおり｡
・高等職員 (博士号を保有し､ 専門教育を受けた有資格の公文書館員)
＝名
※マールブルク公文書学校出身者が名､ バイエルン公文書学校
(バイエルン州公文書館本部とバイエルン行政法科専門大学公
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文書学・図書館学専攻科が共同で設置) 出身者が名｡
・上級・中級職員 (博士号は保有しないが､ 専門教育を受けた有資格
の公文書館員) ＝名
・専門職員 (専門的な任務を担当する職員｡ 歴史学の博士号保有者を
含む) ＝～名
・撮影技師 (マイクロフィルム作成を担当) ＝名
・スタッフ (文書記録の管理を担当) ＝名
・その他､ 事務職員
③ ドイツ連邦公文書館
ドイツ連邦公文書館は､ 連邦公文書館法 (連邦の文書資料の保護及び使
用に関する法律) に基づいて連邦が設置する行政機関であり､ 所管官庁は
連邦教育学術省である｡ 連邦は､ 連邦共和国基本法の規定により行政・立
法・司法に及ぶ広汎な権限を与えられており､ その権限の多様性に対応し
て､ 連邦公文書館にも様々な分野の公文書及び歴史資料に対応する部門が
置かれている｡
連邦公文書館は現在､ コブレンツに本部 (	
)・本館の他､
ベルリン・リヒターフェルデ支所､ ベルリン・ヴィルマースドルフ支所､
バイロイト支所､ フライブルク支所､ ホッペガルテン支所､ ルートヴィヒ
スブルク支所､ ラシュタット支所及びザンクト・アウグスティンハンゲラー
支所を置いている｡
連邦公文書館の職掌は､ 部門 (連邦の行政資料の集積と保管のセンター
機能､ コブレンツ)・部門 (行財政に関する専門資料の保管､ コブレン
ツ)・部門 (連邦共和国成立後の歴史公文書の保管､ コブレンツ)､ 部
門 (ドイツ帝国・ドイツ共和国の歴史公文書の保管､ ベルリン・リヒター
フェルデ)､ 部門 (旧ドイツ民主共和国の公文書の保管､ ベルリン・
リヒターフェルデ)､ 部門 (軍事資料の保管､ フライブルク)､ 部
門 (映像資料の保管､ ベルリン・ヴィルマースドルフ)､  (ドイ
133 ( 78 )
ツ民主共和国の政党及び大衆組織からの寄付文書､ ベルリン・リヒターフェ
ルデ) に分類されている｡ なお､ ザンクト・アウグスティンハンゲラー支
所はボン地区の､ ホッペガルテン支所はベルリン地区の中間書庫としての
機能を有する他､ フライブルク支所には軍用文書の中間書庫も置かれてい
る｡ また､ バイロイト支所は連邦財政負担調整資料保管のセンター機能を､
ルートヴィヒスブルク支所は第二次世界大戦下の戦争・人道犯罪関係法務
文書保管のセンター機能を､ それぞれ併有する｡
なお､ 連邦の外交文書は外務省が所管する政治文書館 (	

) に収蔵されるため､ 連邦公文書館はこれらの文書に対する権限
を有しない｡ さらに､ 公法上の法人として設置される機関・施設のうち､
連邦公文書館の権限が及ばないとされるものがある｡ たとえば､ プロイセ
ン文化財団は自ら枢密文書館を設置してプロイセン王室・ドイツ帝国史料
を管理しており､ その限りにおいて連邦公文書館部門の権限は排除さ
れる｡
連邦公文書館の総職員数は､ 名であり､ その内訳は有資格 (アーキ
ビスト又はライブラリアン) の高等官たる公文書館員が名､ その他の
職員が名である (年度)｡ ルートヴィヒスブルク支所には､ 名
の有資格の高等官が置かれている｡ 高等文書館員の専門分野の内訳 (博士
号を授与された専攻分野) は､ 歴史名､ 政治名である｡
日本と比較すると､ いずれの公文書館の人員も極めて充実していると思
われる｡ しかし､ インタビュー調査に協力してくださった各職員 (いずれ
も有資格の高等官) の言によれば､ ｢もっと多くの人員が必要である｣ と
のことであった｡
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() 公文書の保存・管理のあり方 とりわけ､ 公文書の収集・保管に
関わる公文書館の権限と､ 保存・保管文書の選別基準・選定方法
について
連邦公文書館法・各州公文書館法の規定により､ 連邦・州及び自治体の
政府において完結した文書は､ 全て公文書館に引き渡されなければならな
い｡ それらを､ 連邦公文書館においては中間書庫において､ 各州公文書館
ではそれぞれの本部において､ アーキビストが選別するという方式で､ 評
価及び収集が行われている｡
選別基準については､ バイエルン州公文書館の場合､ 選別に関する規則
は存在しないが､ 人のアーキビストで選別し､ その後選別を行った本館・
支所と本部が選別状況について協議するという ｢相互チェック体制｣ を採
用している｡
ミュンヘン市公文書館の場合､ 複数のアーキビストで議論をして､ 保存
の必要性 (	
) の観点から､ 選別すべき文書を決定してい
る｡ その際､ アーキビストが原則として全ての引渡し文書の内容を審査し
て選別を行うが､ その場合に市は公文書館に対して､ 文書の重要性判断の
ために､ 成立・完結の経緯に関する情報を併せて提供することとされてい
る｡ 文書の選別に際しては､ 形式的基準や選別モデル (ただし､ このモデ
ルは､ 成文化されたものではない) が存在し､ 文書のタイプごとの重要性
が傾向として決まっているが､ 何よりも重要なのは理由づけである｡ いず
れにせよ､ 市の歴史を確実に残していくことが公文書館の使命であり､ そ
れが市民にとって市と自分たちの将来を判断するために必要なことである
と考えられることから､ 文書保存の必要性判断に当たっては､ 文書の歴史
的重要性が第一に考慮される｡
インタビュー調査に協力してくださった各職員が強調していたのは､ ①
｢政府・自治体の職員は情報を全て公文書館に引き渡すことが義務づけら
れているため､ 文書を公文書館に対して隠すということはおよそ想定でき
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ず､ 仮にあったとしても極めて稀であろう｣ という点と､ ② ｢アーキビス
トは､ 文書の歴史的重要性を第一に考えて､ 自身の総合的判断に基づいて
選別を行う｡ それがアーキビストの仕事である｡｣ という点であった｡ な
お､ ｢文書の歴史的重要性｣ に関連して ｢アーキビストが今の歴史を創る｣
という発言がなされていた点に鑑みれば､ ドイツのアーキビストが強調す
る ｢歴史的｣ という用語が､ 日本のアーキビストがいう ｢歴史的｣ と同義
であるかという点については､ さらに慎重な検討を要すると思われる｡
() 公文書館の予算状況について
いずれの公文書館においても､ 予算の確保は重要な課題となっている｡
この点について､ 連邦公文書館やバイエルン州公文書館の場合､ 古い建物
の再利用なども行っているとのことであった｡ 例えば､ 連邦公文書館バイ
ロイト支所は病院､ 同ラシュタット支所は古城､ 同ルートヴィヒスブルク
支所は刑務所を転用している｡ また､ ミュンヘン市公文書館の場合､ 市長
直轄機関であることが公文書館の予算獲得にとっての有利な事情となって
おり､ 最近では ｢ケルンの悲劇 (年月日､ ケルン市歴史公文書
館の建物が倒壊し､ 歴史公文書に多大の被害が生じた事件)｣ をきっかけ
として､ 皮肉にも公文書館の重要性が再認識される結果となり､ 予算の増
額という利益がもたらされたとのことであった｡
() 公文書館の利用状況について
① バイエルン州公文書館
年における全体の利用者数はのべ人 (電子申請の者を含む)､
そのうち本館の利用者数は人程度｡ 利用目的は､ 学術研究 (件)､
郷土史検索 (	
件)､ 家族史検索 (
件)､ 公務及び法務 (州職員の
利用､ 	件)､ その他 (
件) である｡ 利用対象となる文書は､ 主と
して歴史研究のための戸籍・登記・公図関係｡
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② ミュンヘン市公文書館
年間人の訪問利用者に加え､ 約件の郵便申請利用者がある｡
利用目的は､ 学術研究％､ 公務％､ 戸籍関係％､ その他％の割
合であるが､ 利用目的を学術研究として申請をすると利用料が無料になる
制度があるので､ この目的による申請が多いのは確かである｡
なお､ ミュンヘン市公文書館には､ 中間書庫スペースが設けられている｡
このスペースには市長の文書・市参事会 (日本の市議会に相当) の文書・
市長部局の文書が収蔵されるが､ これはいわばスペースを貸しているもの
に過ぎないため､ 公文書館による選別の対象とはならず､ 一般利用も認め
ていない｡
③ ドイツ連邦公文書館ルートヴィヒスブルク支所
ルートヴィヒスブルク支所は､ 国家社会主義体制の下での戦争・人道犯
罪の訴追及び解明のための司法行政文書の編纂､ 保管並びに研究を行うセ
ンターとしての機能を有している｡ 現在ではそれらの文書が直接に法務行
政・戦争犯罪訴追のために用いられることはないが､ 文書の性質上､ 主た
る利用目的は学術研究であり､ ～％を占める｡ 残りは戸籍関係％
程度及びその他である｡
() 公文書に対する公務員及び市民の意識について
上述したように洗練された公文書館制度を有しているドイツにおいても､
公文書に対しての､ 公文書館職員でない一般の公務員や市民の意識は､ 決
して高いとはいえず､ 公文書館の存在及びそこでのアーキビストの仕事を
知っている人間は極めて少数である｡
だが､ 日本との比較に際して､ ①各々のアーキビストが ｢プロフェッショ
ナルとしてのアーキビスト｣ というプライドを持って職務を遂行している
点､ ② ｢アーキビストは､ アーキビスト養成学校 (マールブルク公文書学
校､ バイエルン公文書学校) で学んだ理論に基づいて､ 全国各地の公文書
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館で実践する｣ という体系的運用を行っている点､ ③ドイツ連邦公文書館
ルートヴィヒスブルク支所では､ 中高生対象の教育プログラムを実施する
ことで､ ｢公文書館における実践を通じて､ 歴史を教える｣ という活動を
展開している点が､ 特筆に値する｡ なお､ 連邦公文書館全体での一般市民
及び関係職員に対する研究プログラムの実施件数は､ 年で件､
参加延べ人数は人である｡
() 公文書館の目的について
インタビュー調査に協力してくださった各公文書館の職員は､ 自身が勤
務する公文書館の目的について､ 以下のような理解を示している｡
① バイエルン州公文書館本部・本館
公文書館の目的は､ 歴史を作ることと､ 州の情報を守ることである｡
｢公文書館は民主主義の砦｣ といった意識は､ アングロ・サクソンに強く
見られる発想であって､ ドイツを含むヨーロッパにおいてはそれほど強く
見られない｡ もっとも､ ドイツを含むヨーロッパにおいても､ 少しずつ意
識の変化があることは否定できない｡
② ミュンヘン市公文書館
公文書館の目的は､ ｢町の記憶｣ ｢市の歴史｣ を着実に残していくことで
ある｡ 市民にとっては､ そのことが､ 市と自らの将来を判断するために必
要とされる｡ また､ 民主主義の擁護・行政に対する視点の確保といった観
点からも､ 自身の都市のことを知り過去に何があったかを残しておくこと
は､ 重要である｡
③ ドイツ連邦公文書館ルートヴィヒスブルク支所
連邦公文書館法には､ ｢ドイツ史の研究若しくは理解､ 市民の正当な利
益の確保､ 又は立法､ 行政若しくは司法に対する情報の提供｣ を連邦公文
書館の任務とする規定が存在する｡ なおこれに関連して､ 連邦公文書館の
任務とは異なるが､ 個人の出自については､ 教会法 (ドイツにおいては､
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教会法は法律としての効力を有する) の定めるところにより教区単位で信
徒の動静が把握され､ そのため出生証明書は教会に提出しなければならず､
さらに結婚に際しては法律婚とは別に教会婚の伝統があるため､ 教会が保
有する文書館の果たす役割が重要となってくる｡
() 図表
① バイエルン州公文書館指標統計 (バイエルン州公文書館本部作成､ 土
井・上代訳､ 	
より抜粋)
② バイエルン州公文書館本館・ミュンヘン市公文書館・ドイツ連邦公文
書館ルートヴィヒスブルク支所にて撮影した写真 (年月日
～日､ 上代撮影)
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その他は､ 訪問調査の際の配付資料 (説明資料､ パンフレット) 並びに土
井及び上代の聴き取りメモによる｡
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125 ( 86 )
バイエルン州公文書館本館の書庫｡ 歴史的価値のある公文書を収
納するコーナーであり､ アルミ製の収納箱が見える｡
歴史的価値のある公文書は､ アルミ製の収納箱に収めて保存され
る｡ 年代・事項ごとに整理して収納されており､ 関係する地名と年
代がラベルに見える｡
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アルミ製の収納箱を開いたところ｡ 中性紙に包まれた歴史公文書
が収められている｡ 包装紙には文書の整理番号と表題が記してある｡
歴史公文書として保存されている世紀の不動産証書｡ 印章を
押したロウ () が付属しており､ これがこの文書の効力を担
保するものであるため､ 切り離さないように保管される｡
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州の官庁から移管された文書は､ 官庁の組織ごとに決められた棚
に収納される｡ 写真はバイエルン州学術教育文化省 () の文
書保存棚｡
州の官庁から引き渡された公文書｡ 選別される前の段階であるの
で､ 現用であったときのファイルに綴じられたままの状態で選別を
待っている｡
公文書管理制度の構築に関する総合的研究 122( 89 )
旧公図を収めるキャビネット｡ 都市及び区画ごとに整理した上で
収納されている｡
保管されている旧公図｡ 土地の来歴を調べるための閲覧者が多い
資料だという｡ 写真は森林地の図だが､ 道路や建物､ 水路などが存
在する場合には､ それらも絵で示される｡
121 ( 90 )
公文書館の業務システムの画面の例｡ 収蔵文書・移管文書のリス
トや選別収集の状況が一覧できる仕組みになっている｡
公文書主任 (	
) には各自に編纂・研究のための個
室が与えられている｡ 公文書主任は博士号と公文書館員 ()
の資格を有する州の高等官であり､ その職責・地位と待遇は極めて
高い｡
公文書管理制度の構築に関する総合的研究 120( 91 )
ミュンヘン市公文書館文書庫の外観｡ かなり大きな建物であるこ
とが分かるが､ それでも狭隘化に悩まされているとのこと｡
ミュンヘン市公文書館の文書庫｡ 文書は成立時期・作成部局ごと
に編纂されて収蔵される｡
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歴史公文書は､ 時期・部署ごとに関連のあるものがまとめられて
収蔵される｡ 写真は市都市建設部の図面等を収めた箱｡
ミュンヘン市都市建設部の歴史文書として保存されている､ 不動
産の権利関係を証明する文書｡ が付されている｡
公文書管理制度の構築に関する総合的研究 118( 93 )
市庁からの移管文書が積まれている整理選別室｡ 選別を通じて市
の歴史を残していくことこそがアーキビストの任務であり､ 彼らの
誇りとするところでもある｡
選別された文書にはミュンヘン市公文書館の収蔵文書であること
を示す表紙と文書番号が付され､ 収蔵庫に移される｡ 表紙には文書
の成立時期と件名が記されている｡
117 ( 94 )
連邦公文書館ルートヴィヒスブルク支所の庁舎外観｡ 旧市街城壁
のすぐそばに建つこの建物は､ 旧刑務所を転用したものだという｡
入口の鉄格子が､ かつてのこの建物の用途を物語る｡
連邦公文書館ルートヴィヒスブルク支所の任務は､ ナチスの戦争・
人道犯罪の解明とその証拠としての文書の保存である｡ 発見・収集
された文書は年代・事項ごとに整理されて収納される｡
公文書管理制度の構築に関する総合的研究 116( 95 )
ナチスに関連する戦前戦後の公文書には酸性紙や粗悪な紙が使用
されているものも少なくないため､ 劣化を防止するために中性紙の
箱に収めて保存している｡
文書を綴じていたクリップおよび針は､ 文書の劣化を防ぐために
取り外される｡ 連邦公文書館ルートヴィヒスブルク支所では公文書
学の教育活動も行っており､ 外されたピンが教材として展示されて
いた｡
